
  

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

産 業

Ｊ Ｒ

09-065

マラウイ共和国 
地方電化推進プロジェクト 

終了時評価報告書 

産業開発部 

独立行政法人国際協力機構 

 
（2009年）  

 

平成 21 年 10 月 



 
  

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

  

マラウイ共和国 
地方電化推進プロジェクト 

終了時評価報告書 

産業開発部 

独立行政法人国際協力機構 

 
（2009年）  

 

平成 21 年 10 月 



 

序     文 
 
マラウイ共和国では、人口の約8割が生活する地方の世帯電化率はいまだ1％に満たない状況に

あり、地方部の草の根経済活動の活性化の阻害要因になっています。これを改善するために地方

電化を貧困削減のための地域経済活性化策として位置づけマラウイ地方電化プログラム（Malawi 
Rural Electrification Programme：MAREP）を実施しています。 
これまで日本政府は1998年度以降、債務救済無償を通じた地方電化プログラムへの支援、地方

電化アドバイザーの派遣、地方電化マスタープランの策定、草の根無償資金協力による太陽光発

電設備設置、太陽光発電維持管理を担うシニア海外ボランティアの派遣などを通じてマラウイ共

和国政府の地方電化推進に協力してきました。そのなかで、地方電化事業の実施体制の強化や人

材育成の必要性が高いことが認識されてきました。そこで、2004年に日本政府に対して地方電化
プログラムの実施体制強化及び人材の能力向上を目的とする技術協力プロジェクトの要請が出さ

れました。 
この要請に対して、独立行政法人国際協力機構は、数回の事前調査を経て協力内容につきマラ

ウイ共和国側と合意のうえ、2006年12月1日～2009年11月31日（3年間）にわたって技術協力プロ
ジェクトを実施してきました。 
今般、当機構は同プロジェクトの進捗状況を確認し、当初計画に対する協力及び技術移転達成

度について、マラウイ共和国政府関係者と合同で評価するため、協力期間終了を控えた2009年7月
に終了時評価調査団を派遣しました。本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。 
当機構は、本報告書に盛り込まれた各種の経験と提言を、今後のマラウイ共和国及び地方電化

に係る援助の実施にあたり活用するとともに、本報告書を関係機関にも配布し、より広い活用に

供したいと考えております。 
終わりに、本調査団の派遣にご協力とご支援を頂いた関係者各位に対し、心から感謝申し上げ

ます。 
 
平成21年10月 

 
独立行政法人国際協力機構 

産業開発部長 米田 一弘 
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為 替 

1.00マラウイ・クワチャ（MWK）＝0.673285円 
＝0.00701410米ドル 



 

終了時評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：マラウイ共和国 案件名：地方電化推進プロジェクト 

分野：電力 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：産業開発部 協力金額：1億8,500万円（3年間） 

先方関係機関：天然資源エネルギー環境省 
（MNREE） 

協力 
期間 

2006年12月1日～2009年11月31日（3年
間） 

日本側協力機関：なし 

他の関連協力：長期専門家（地方電化計画アドバイザー）（1999年4月～2002年3月）、短期専門
家（配電線工事管理）（2000年1～2月）、開発調査「マラウイ国地方電化マスタープラン調査」（2001
年8月～2003年3月）、草の根無償資金協力（太陽光発電設備設置プロジェクト）（2002年2月～2003
年3月）、長期専門家（地方電化計画アドバイザー）（2002年8月～2004年8月）、開発調査「マラ
ウイ国地方電化マスタープラン調査フォローアップ調査」（2003年10月～2004年10月）、債務救
済無償資金協力（フェーズⅣ地方電化工事：電化機材への充当）（2002年5月～2004年5月）、短
期専門家（地方電化アドバイザー）（2004年11～12月）、シニア海外ボランティア（太陽光発電
電化システムの計画/設置/維持管理）（2003年10月～2005年10月） 
１－１ 協力の背景 
マラウイ共和国（以下、「マラウイ」と記す）では、地方電化を貧困削減のための地域経済活

性化策として位置づけ、その推進を図っている。しかし、人口の約8割が生活する地方の世帯電
化率はいまだ1％に満たない状況である。同国は1980年以降、政府によるマラウイ地方電化プロ
グラム（MAREP）を推進することにより、全国に多数点在するトレーディング・センター（T/C）
（地方の小さな商店街）に配電線を延伸することにより電化を進めている。この事業は、旧国
営マラウイ電力公社が事業実施を担ってきた。1995年の電力セクター構造改革の方針決定に伴
い、同事業は政府へ移管され、旧鉱業天然資源環境省エネルギー局がこれを新たに担うことに
なった。しかし、同局には地方電化事業の実務経験がないのみならず、人的、資金的にこれを
実施する体制が整っていなかった。 

1998年度以降、日本政府（GOJ）は債務救済無償を通じたMAREPへの支援、地方電化アドバ
イザー長期専門家の派遣、開発調査による地方電化マスタープラン（M/P）の策定、草の根無償
資金協力による太陽光発電設備設置、太陽光発電維持管理を担うシニア海外ボランティアの派
遣、本邦・第三国研修などを通じてマラウイの地方電化事業に協力してきた。これらの協力を
通じ、エネルギー局（DOE）の地方電化にかかわる計画策定能力は着実に向上しつつあるが、
その実施及び策定する計画の質の向上を図る必要性は高い状況にあった。 
地方電化プログラム事業は、今後そのピークを迎え、配電線延伸工事の事業監理のほか、地

方電化法に基づき新たに導入される地方電化基金の財務管理や太陽光発電システムの技術監理
などについて、DOE等の事業実施体制強化の必要性が高まっている。マラウイ政府（GOM）は
MNREEエネルギー局地方電化課（RED/DOE）を中心とするGOMの地方電化事業実施能力の向
上を図るための技術協力をGOJへ要請した。本プロジェクトは、GOMが進めるMAREPの計画実
施能力を改善することを目的として2006年12月から3年間の予定で技術協力を実施してきた。 
 
１－２ 協力内容 

GOM MNREEが進める地方電化推進のために、RED/DOE職員の能力向上を目的として、
MAREP第5期で計画された27地点のT/Cが電化に係る支援を実施した。 
（1）上位目標 

「配電線の延伸及び太陽光発電システムの普及によって世帯電化率が向上する」 



 

（2）プロジェクト目標 
MAREPの計画実施能力が改善される。 

 
（3）成 果 
（ア）マラウイ地方電化推進プロジェクト（MAREPP）の計画と実施に関する技術能力が強

化・改善される。 
（イ）MAREP第5次事業を通じて、MAREPPの計画と実施に関する契約管理能力が改善される。
（ウ）太陽光発電システムの検査官と研修講師の技術能力が改善される。 
（エ）地方電化基金の適切な管理能力が開発・維持される。 
（オ）RED/DOEにおける業務運営・管理能力が開発・維持される。 

 
（4）投入（実績）（2009年7月時点） 
日本側： 
専門家派遣（民活型） 延べ43.7人/月 
短期専門家派遣 延べ23回（海外より）及び13回（在外専門家）計36回のアサインメント
で現地へ派遣した。 

現地作業 42.0人/月

国内作業 1.7人/月

合 計 43.7人/月

機材供与 2006～2009年度に、事務所機材、太陽光発電用評価モニタリング機材、
配電線検査機器、マイクロ水力発電ポテンシャル調査機器、需要測定
用機材を供与。 

ローカルコスト負担（本件は、マラウイ側が本来業務として実施するMAREPPへの側面支
援を行うことを主眼としており、技術協力プロジェクトに対して特別
の予算計上はされていない。そのためマラウイ側のローカルコストの
発生はなかった） 

研修員受入 延べ   6名（うち2名は2009年度実施予定） 
相手国側： 
カウンターパート（C/P）配置   延べ6名 
土地・施設提供（事務スペース、電気、水道、燃料等） 

 
２．評価調査団の概要 

担当分野 氏 名 職 位 

団長/総括 前原 充宏 
JICA産業開発部 資源エネルギーグループ 電力・
エネルギー課長 

評価企画 和田 泰一 
JICA産業開発部 資源エネルギーグループ 電力・
エネルギー課 調査役 

地方電化 石黒 正康 合同会社 石黒アソシエイツ 

調査者 

評価分析 小野澤 雅人 株式会社ピオニエ・リサーチ 

調査期間 2009年6月29日～7月12日 評価の種類：終了時評価 



 

 
３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
プロジェクト目標 
「MAREPの計画実施能力が改善される」というプロジェクト目標において、MAREP第5期で

計画された27地点のT/Cが電化されることを指標として評価した結果、多少の工期の遅れはみら
れたものの、おおむね計画どおり工事が進捗したことが確認された。これは、プロジェクト開
始前に計画された第4期が大幅に遅延したことに比べ、大きな進歩である。 
 
各アウトプット 
（1）MAREPPの計画及び実施に係る技術的能力が強化・改善される。 

自ら解決策を考え、実践するという習慣を身につけさせることを目的に、能力向上を目
的としたチャレンジシートを導入し、C/Pは、自分は何を目標として業務を行うのか、又そ
れを達成するために何を学ばなければならないかについて、具体的に自己管理できるよう
に変化していった。 

 
（2）MAREPPの計画・実施に係る契約管理能力が向上する。 

DOEがこれまで取り組んでいなかった資産管理、予算・会計管理といった分野では、ま
ずは台帳の整備と更新、管理の徹底といった基本的な知識と手続きについて技術移転を行
った。これにより、資産管理については台帳を整備するに至った。このことはGOMの現状
に照らした場合、大きな進歩であるといえる。 

 
（3）太陽光発電システムに係る検査官とトレーナーの技術能力が向上する。 

それまでの光起電性、太陽光発電（PV）システム検査は、設置されたシステムが正常に
稼働しているかどうかの検査にとどまっていた。しかし、将来、システム数の増加と大型
化に伴い、契約時と設置時で仕様・機材がすり替えられる可能性が高くなることから、検
査マニュアルの内容は、契約時の書類（仕様・数量）と設置されたシステムを比較し、更
に設計の正当性についてもチェックするように改めた。 

 
（4）地方電化基金の適切な管理能力が開発・維持される。 

プロジェクト専門家からは維持管理（O&M）費用の確保が今後重要となることをDOEに
伝えており、地方電化課課長もそれは認識していると答えている。ただし、まだ具体的な
動きには至っていない。 

 
（5）電力局地方電化ユニットの業務管理能力が強化・維持される。 

広範な手順書、ガイドライン及び手続き書がプロジェクトによって作成されたことによ
り、業務管理能力は強化されたと思料する。 

 
３－２ 評価結果の要約 
以下各項目に述べるように、本プロジェクトは成功裏に2009年12月をもって終了することは

適当と判断した。 
 
（1）妥当性 

本プロジェクトは、以下の各項目に示すように、終了時評価の時点で高い水準の妥当性
を維持している。 
第一にマラウイの電力政策に対して妥当な計画であった。C/P機関であるRED/DOEは1999



 

年以来関連する政策と法的枠組みを整備、2003年には、「国家エネルギー政策」を完成させ、
2010年における全国の世帯電化率を10％、2020年には30％とすることを政策目標と定めた。
同時に、都市部との格差解消を進めるため、地方電化の重要性が強調されている。これに
従い、同国政府はMAREPを推進し、現在も継続しており、地方電化に対する重要性は、本
プロジェクト開始時点である2006年と変化はない。 
第二にRED/DOEは、技術協力の相手先として妥当である。RED/DOEは、同国政府唯一の

地方電化を所掌する部門である。技術協力の目的は同課の能力を強化することで、これに
より地方電化事業が促進されることが期待できる。 
第三に、GOMのより高度な政策である「マラウイ成長開発戦略（Malawi Growth and 

Development Strategy：MGDS）」に沿った開発で、これはわが国の同国への援助政策と整合
性が高い。MGDSは、すべてのマラウイ人の福祉実現のため、持続的な経済成長と富の創造
を達成するもので、JICAのマラウイにおける協力の重点分野も、これに沿ったものである。
とりわけ、電力セクターにおける制度構築及び人材育成に重点が置かれ、過去10年にわた
り、様々な支援を行っている。 

 
（2）有効性 

プロジェクトの有効性は以下の理由で高いと評価することができる。 
まず、プロジェクトは実務的な体験を通じて、統合的な学習機会を提供しその目的を達

成することができた。プロジェクトはRED/DOEの職員を対象として、MAREPの実務を通じ
たオン・ザ・ジョブ・トレーニング（OJT）の機会と位置づけ、習得した技術・知識を試す
場としてきた。MAREPの各フェーズでの現場経験を通じて、C/Pの固有の能力と、上記３
－１の各アウトプットに記載した新たに獲得した知識・スキルを統合する優れた動機づけ
を与える機会でもあった。また、国内研修を通じて、わが国技術の背景を深く理解するこ
とができた。 
第二に、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に記載された指標を達成する

ことができた。「MAREP第5期で計画された27ヵ所のT/Cが電化される」という指標に対し
て、プロジェクトの実施期間中に、これら27ヵ所のT/Cに対する電化工事はほぼ予定どおり
の日程ですべて完了した。過去のフェーズⅣで、大幅な工期遅れをしてきたことと比較し
て、事業監理や契約業務に大幅な改善があった。 
第三に、継続的なモニタリングによって、能力強化のプロセスが管理されたことがあげ

られる。協力期間を通じて、自己評価によってRED/DOEに勤務する職員個人の学習と、目
標設定を行うための「チャレンジシート」を導入した。同シートはプロジェクト専門家と
のコミュニケーションツールとしても活用され、専門家はチャレンジシート記載事項の変
化によって、職員の能力向上を把握することが可能であった。また、この手法は、RED/DOE
の職員がそれぞれの業務上の業績を客観的に評価するための動機づくり、プロジェクトの
目標達成に大きな役割を果たした。RED/DOEの職員の多くは、それぞれの業務を深く理解
し、習得が期待される技術や知識に対する認識を高めた。その結果、仕事の質に大幅な向
上がみられた。当初のRED/DOEのもつ能力と比較して、彼らのもつ地方電化に関する様々
な知識や技術の水準には大幅な向上を認めることができた。なお、プロジェクトによると
達成度は習得知見の分野ごとや、職員1人1人で様々に異なっている。プロジェクトを通じ
て習得した技術や知識を実際の業務で使いながら、今後ともRED/DOEの使命を果たすため
に絶え間ない研鑽が行われると考えられる。 
最後に、能力開発とその制度化が図られたことによって、プロジェクトの有効性が高ま

った。プロジェクトは、手順書、ガイドライン及び手続き書を整備した。これら成果品は、
実際の現場で試行的に試され、いくつかの改善を施したうえで完成版がつくられた。これ
らは、業務手続きに関する参考書・チェックリストとして活用されるとともに、将来



 

RED/DOEに着任する新人へのトレーニング教材として利用される。 
 
（3）効率性 

本プロジェクトの効率性は、以下の理由により高いと評価できる。 
第一に、日本側からの投入資源は、その投入時期、数量及び質の各分野において十分な

ものでそれらは計画どおり投入された。専門家の派遣は、計画どおり実施された。また、
供与機材と国内でのC/P研修についても同様である。 
第二にRED/DOEの職員に加えESCOMから2名の職員を出向という形で加えてC/Pとして

の活動を行った。しかしながら、プロジェクトは当初から必要な定員を確保することが困
難な状態が続き、エコノミストとアカウンタントに空席があった。  
第三に、投入された資源は活動によって適切な成果を産み出した。その時期と量、及び

質は、それぞれの投入資源に見合ったもので、各々PDMに記載されたものが得られた。前
項に記載したように、マラウイ側からの人材確保に若干の問題があったが、プロジェクト
としては、C/P確保が可能な時期に合わせて活動時期を調整したり、RED/DOEの直近のニー
ズに対応するなどした。これにより、ほとんどの活動が予定どおり実施することができて
いる。 
最後に、プロジェクトはMAREP支援に必要な技術水準を正しく把握しマラウイの実情に

あった適正な水準の技術による技術指導がプロジェクトの高い効率性を支えた。配電線路
の設計においてC/Pが収集すべきデータは、その後の段階（設計・数量確定など）で必要な
精度が確保できさえすれば十分であることをよく理解して、GPSと地形解析ソフトウェア
（及びインターネット上で公開されている地形データ）を組み合わせて、必要十分な精度
の線路図を得る方法を開発・導入した。そのソフトウェア及び地形データは、無料又はご
く小さなコストで入手することができ、技術的・コスト的にもマラウイ側の制約条件に対
して適切な選択であった。これは、市販のソフトウェアや販売されている地形データを用
いる通常の方法と比較して、手間とコストを大幅に削減することができ、データの入手コ
ストも勘案すると、当該技術の費用対効果は高いと評価できる。 

 
（4）インパクト 

プロジェクトとしては、対象地域27地点の電化を進めるものであり、計画どおり電化が
できたことから、上位目標である世帯電化率の向上についても寄与できた。また、終了時
の評価の時点で、いくつかの正のインパクトを確認することができた。 
第一に、C/P個人及び機関において、能力向上に対するニーズの明確化があげられる。

RED/DOE職員の多くが、MAREP第6期実施に向け、過去のフェーズの教訓から業務改善に
ついての重要性を指摘している。技術協力実施期間中の様々な機会に、RED/DOE職員の多
くが、「MAREP第4期の失敗を繰り返してはいけない」と発言していた。本調査において、
次期MAREPでは更によくしていきたいという指摘をRED/DOE職員から聞くことができた。
RED/DOEは、専門家に対し残りの期間で、向上すべき具体的な分野を示して支援を継続す
ることを求めている。個々人の能力の限界を認めることと、特定の分野における知識や技
術の向上についてのニーズを自ら認識することは、能力向上の出発点として極めて重要な
ことである。日本側は、RED/DOEがプロジェクト終了後も、彼らが能力向上の取り組みを
継続していくことについて強いコミットメントをもっていることを高く評価している。 
第二に、適切なオフグリッド発電技術が修得された。RED/DOEは、小規模な水力発電計

画、特にその実施可能性調査（F/S）の実施や、配電線路の計画を通じて、地方電化に必要
な測量及び設計・計画技術を着実に習得することができた。例えば、技術協力の期間中、
水力発電の有望立地のF/Sを集中的に実施し、OJTを通じて着実に技術を習得した。その結
果、現在の経済環境の下グリッド・システムに接続する小規模水力発電は、規模や経済性



 

の面で問題があることが再確認され、今後は送配電線の更なる延長を中心に据え、地方電
化事業を継続していくと結論づけた。また、小中規模水力開発は、グリッド接続のための
新電源開発という位置づけで、検討を継続することになる。PVについては、研修とそれに
続くOJTを通じて適切な技術を普及させるための基礎づくりを行った。 

 
（5）自立発展性 

評価結果は、以下の理由でプロジェクトの自立発展性は高いと評価した。 
技術的観点からは、RED/DOEの技術的能力は、実施前と比較して大きく向上することが

できたことがあげられる。調達や契約手続きなど、プロジェクト管理に係る様々な手続き
は、制度化されており、現在実施中のプロジェクト（すなわちMAREP第5期・第6期）に応
用されている。作成したマニュアルとガイドラインは、業務の各過程で参考資料として活
用されている。また、これらは将来RED/DOEに職員が増員・配属されるときには、教科書
として活用される見込みである。加えて、基本設計と詳細設計、技術及び設置規準（手順
及び示方書）などは、既存施設の管理運営にも応用可能である。 
政策的観点からは、地方電化は今後も政府の重要課題として位置づけられ継続される見

通しが高い。現在は、MAREP第6期が実施されており、その計画・実施の過程を通じて、
地方電化に必要な様々な知識と技術がより発展していくと見込まれる。 
財政的観点からは、2003年以降、エネルギー関係の法制度が整備され、マラウイエネル

ギー規制庁（MERA）が発足している。同委員会は、地方電化並びに地方電化を対象とした
売上税に関する規制を行う機関である。今後のMAREP実施は、MERAの基に設置された地
方電化基金を主な財源として継続することから、自立発展的に推進される見通しである。

 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
（1）ニーズに即した柔軟な投入 

1999年の個別専門家派遣以来、マラウイの地方電化分野への支援を日本が続けてきたこ
とから、マラウイ側のニーズを的確に掴んでおり、必要な支援がスムーズに行われた。技
術的に高度な課題より、行政官として必要な水準はどの程度なのかについて、日本側のみ
ならずマラウイ側が正確に理解してプロジェクトを推進してきた点も、効果発現に役立っ
た。 

 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（1）計画内容に関すること 

（該当なし） 
 
（2）実施プロセスに関すること 

該当なし 
 
３－５ 結 論 
本プロジェクトは成功裏に2009年11月30日をもって終了することが適当と判断した。 
両国関係者による合同評価を実施した結果、プロジェクトは全体としてマラウイの地方電化

を推進するための、基礎づくりを行うことができたと結論づけることができる。 
この技術協力の最も重要な成果は、技術協力で得た知識や技術を活用してMAREPフェーズⅤ

の事業を成功裏に終了させたことである。技術協力の過程では、エネルギー局地方電化課
（RED/DOE）の職員は、地方電化に必要な技術、知識及び行動基準を理解獲得し、習得した事
項を活用して地方電化事業に従事してきたことである。個人個人が獲得した技術や知識はそれ
ぞれ異なるものの、現在それぞれの職員は学んできたことを、実際の業務に応用することに自



 

信をもっている。 
以上のような成果を確認することができたことから、合同評価委員会（JER）は、本プロジェ

クトのプロジェクト目標は協力期間中に達成可能であると評価した。そのため、チームは本プ
ロジェクトが当初の予定どおり終了することが可能と判断した。 
 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
合同評価チームは本プロジェクトの完成に向けて、以下に示すいくつかの提言を行った。 

    
（1）空席の補充（MNREE RED/DOEへの提言） 

RED/DOEの定員には空席がある状態が継続している。今後のMAREPを継続実施するため
に地方電化基金が整備されることによって、RED/DOEの役割と責任は今後も重要性を増す
ことになる。調査団は、今後RED/DOEが順調に業務を行っていくためには、技術者とエコ
ノミストの空席を埋める必要性が極めて高いということを確認した。 

 
（2）供給側における技術協力の実施に関して（JICAへの提言） 

過去10年にわたり、RED/DOEとJICAの間では地方電化に焦点をあてた技術協力が継続実
施されてきた。地方電化分野においてはマラウイ側の能力強化がなされ、自立発展的に今
後はマラウイ側の人材によって実施可能であると見極められた。他方、マラウイの電力セ
クターにおける支援ニーズは存在しており、配電線の延伸による地方電化が進むなか、安
定した電力供給体制（発電、送電分野）の強化の必要性がマラウイ側と調査団の間で共有
された。 

 
３－７ 教 訓 
（1）長期にわたる地道な支援の成果 

本評価調査は、2007年12月から実施してきた技術協力プロジェクト「MAREPP」を対象
とするものである。しかしながら本プロジェクトは、1999年以来10年間にわたってマラウ
イに対してJICAが継続してきた地方電化に関する長期の技術協力の経緯を踏まえることで
本プロジェクトの成果を正確に判断することができると考えられる。 
わが国はマラウイの地方電化分野に対して様々な援助スキームを活用して援助を継続し

てきた。1999年当初の長期専門家派遣においては、同セクターに対する援助の方向性や具体
的な支援のアプローチを定義することが主要な業務となった。これに基づきJICAは引き続き
専門家の派遣を継続1しながら、必要な他のスキームを活用した協力を実施してきた。本技
術協力プロジェクトは、これら長期・継続的な支援の流れの延長線上に位置づけられており、
これまでの協力活動をこの3年間で総合的にまとめあげる役割を果たしたと考えられる。 
この10年間の協力の内容は、政策立案、M/P作成、F/S、個別具体的な技術指導など、地

方電化に必要な広範な内容2であった。このような継続的な支援が、同セクターへの効果的
な援助となったと考えられる。なおM/P調査、これに引き続き行われたフォローアップ調査
において策定された提言のいくつかは、マラウイの電力行政並びに地方電化を促進するた
めの法制度となって結実している。 
また、ほぼ同時並行的にマラウイの地方電化に対し、草の根無償資金協力の供与などが

                                            
1 長期専門家の派遣は、C/Pと長期にわたる関係づくりを通じて、C/P機関の業務遂行能力やその課題を正確に把握する効果があった。
同時に、C/P機関に対して地方電化に係る問題意識をもたせ、かつ分析に基づく対応を考えるという習慣を根付かせることができた。
こうした問題意識の高揚や考える習慣づくりは、長期的なコミットメントのよい影響であった。 

2 M/P 調査と、その後のフォローアップ調査を通して、地方電化に係る個別の課題を明らかにするとともに、これに続く技術協力プ
ロジェクトへの道筋を明らかにすることができた。 

 



 

実施されるようになった。その際、技術面での課題が明らかになり、本プロジェクトで必
要な技術協力が実施されたことにより、これらの課題が解決することとなった。 
このように、マラウイの過去10年にわたる技術協力を俯瞰すると、長期的にソフトとハ

ードを組み合わせた包括的な支援が実現し、これがC/Pの能力向上に効果をあげた好例であ
ると考えられる。  



 

Evaluation Summary 
１．Outline of the Project 

Name of the Country: Republic of Malawi Name of the Project: Malawi Rural Electrification 
Promotion Project (MAREPP) 

Issue/Sector: Electric Power Cooperation scheme: 
Project-type Technical Cooperation 

Division in Charge: Industrial Development 
Department 

Total Cost: Actual Disbursement between 2007 and 2009 
under review 

Partner Country's Implementing Organization: Rural 
Electrification Division, Department of Energy Affairs, 
Ministry of Natural Resources, Energy and Environment 

Period of 
Cooperation 

December 1, 2006 – November 
30, 2009 (3 years)  
 

Supporting Organization in Japan: NA 

Related Cooperation: None:  Long-term experts (rural electrification planning advisors) ( April 1999-March 
2002), Short-term experts (power distribution line work management) (January 2000-February 2000), 
Development study (Malawi rural electrification master plan study) (August 2001-March 2003), Grassroots 
grant aid (solar power generation facilities installation project) (February 2002-March 2003), Long-term 
experts (rural electrification planning advisors) (August 2002-August 2004), Development study (follow-up 
study of Malawi Rural Electrification Master Plan Study) (October 2003-October 2004), Debt relief grant aid 
(Phase 4 Rural Electrification Project: allocated to electrification equipment) (May 2002-May 2004), 
Short-term experts (rural electrification advisors) (November 2004-December 2004), Senior volunteers 
(planning/installation/operation and maintenance of solar power generation electrification system) (October 
2003-October 2005) 

1.1.  Background of the Cooperation 
Regarded as a policy for regional economic vitalization aimed at poverty reduction, rural electrification has 

been promoted in Malawi. However, the electrification rate of households in rural areas, where about 80% of 
the population lives, still remains less than 1%. Under the Malawi Rural Electrification Program (MAREP) 
launched by the government in 1980, the former state-run Electricity Supply Commission of Malawi 
(ESCOM) had implemented rural electrification projects aimed at rural headquarters throughout the country, 
mainly by the extension of power distribution lines. Since the commercialization of ESCOM in 1995, rural 
electrification projects were transferred to the government, the Energy Department of then Ministry of 
Mining, Natural Resources and Environment, although it had no practical experience of the projects with an 
absence of a system of experienced and trained human resources and financial resources necessary for their 
implementation. 
 

Since 1998, the JICA has provided assistance to Malawi's rural electrification projects including debt relief 
grant support, the dispatch of experts to serve as long-term advisors the formulation of rural electrification 
master plans through development studies, installation of solar power generation facilities through grassroots 
grant aid, the dispatch of senior overseas volunteers for the operation and maintenance of solar power 
generation facilities, and training in Japan or third countries. This cooperation has resulted in solid 
improvements in the capacity of the Energy Department to formulate plans of rural electrification. 
 

The Energy Department at that time needed a stronger project implementation system for such activities as 
supervising distribution line extension projects, financial management of the rural electrification fund to be 



 

introduced based on the Rural Electrification Law, and technical supervision of the solar power generation 
system, and the government of Malawi requested the government of Japan to provide technical assistance. 
 
1.2. Project Overview 
(1)  Overall Goal 

Electrification rate of households is increased by extending distribution lines and disseminating 
Photovoltaic (PV) systems. 

(2)  Project Purpose  
Capacity for planning and implementing MAREP is enhanced and improved.” 

 
(3)  Output 

1）Technical capacity for planning and implementing MAREP is enhanced and improved.  
2）Capacity of contract management for implementing MAREP is improved. 
3）Technical capacity of inspectors and trainers for PV systems is improved. 
4) Capacity of new financial management for REF is developed and enhanced. 
5) Capacity of administration and management in RED is enhanced and improved. 

 
(4)  Input (Actual) as of July 2009 
From Japan:  

Dispatch of Long-term Experts: Total of 43.7 M/M 
Assignment in Japan: Total of 1.7 M/M 
Provision of Machinery and Equipment:（Provided some office equipment, evaluation and monitoring 
equipment for PV system, inspection equipment for distribution lines, equipment for conducting F/S for 
micro hydro power plant, electricity demand measurement equipment in 2006～2009） 
Trainees Received in Japan: Total of 6 persons 

 
From Malawi:  

Counterpart Personnel Assigned:  Total of 6 (4 from DOE, 2 from ESCOM)  
Machinery and Equipment: Land and Office Space (Office space, electricity, heat, etc.)  

 

2. Study Team 

Expertise Name Position/Affiliation 

Team Leader Mitsuhiro 
MAEHARA

Director, Urban and Regional Development Division 2, Urban 
and Regional Development Group, Economic Infrastructure 

Evaluation 
planning 

Yoshikazu 
WADA 

Assistant Director, Electric Power and Energy Division, Natural 
Resources and Energy Group, Industrial Development 
Department, JICA 

Rural 
Electrification 

Masayasu 
ISHIGURO 

Ishiguro Associates, LLC 

Team 
Member 
 

Evaluation and 
Analysis 

Masato 
Onozawa 

Pionnier Research Inc. 

Evaluation 
Period 

June 29, 2009 to July 12, 2009 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 



 

3. Summary of Evaluation Results 

3.1. Project Performance 
 Project Purpose 
 The purpose of the project was “capacity for planning and implementing MAREP is enhanced and 
improved”. The project purpose was evaluated based on the indicator set as “total of 27 trading centres (T/Cs) 
are energized under MAREP Phase 5 as planned”.  

As a result, though there was some delay, the implementation of MAREP Phase 5 was mostly undertaken 
as scheduled. 
 
Output 
(1) Technical capacity of planning and implementing rural electrification projects is enhanced and improved.
  This project introduce challenge sheet that related in PDCA method. So counterpart personnel can be 
managed by themselves what they need to cope with facing problem. 
 
(2) Capacity of contract management for planning and implementing rural electrification projects is improved 
through the activities of Phase 5 and 6. 
  Project introduce them budget and accounting check system by paper database that they never try to do. It 
is great progress compare the other agency in Malawi. 
 
(3) Technical capacity of inspectors and trainers for PV systems in improved. 
  Project member developed inspection manual for PV systems. 
 
(4) Capacity of financial management for Rural Electrification Fund is developed and maintained. 
  Project made recommendation for operation and maintenance cost will be much important for this Fund 
but so far there was no action. 
 
(5) Appropriate administrative and management system of REU/DOE is developed and maintained. 
  Project made guideline for administrative and management system of REU. And also shown how to 
revised. 
 
 
3.2. Summary of Evaluation Results 

As discussed in the following sections, the Study Team concluded that the project has been implemented 
successfully and will be completed on May 31, 2009 as initially scheduled in the plan.  
 
(1) Relevancy 

The Project maintained the high level of relevancy at the timing of the terminal evaluation with the 
following reasons:  

1)  Relevancy to the Electric Power Policy of Malawi 
The Energy Policy set the target of the national electrification rate as 10% in 2010, and 20% in 2020. 

In the process of fulfilling the above target, importance of promoting rural electrification has been 
emphasized because of minimizing disparity among urban, peri-urban and rural areas. Up to now, GOM 
has implemented a series of phases of Malawi Rural Electrification Programme (MAREP) to accelerate 
the electrification of rural areas.   

2)  Relevancy for Selecting the RED/DOE as Counterpart for Technical Cooperation 



 

The RED/DOE is the only division in GOM to plan, implement and oversee all aspects of rural 
electrification. The aim of the technical cooperation is to strengthen the capacity of the division. 
Through the Project, the services for rural electrification will be improved and sustained. In this respect, 
the access to electricity in rural area will be increased.  

3)  Compliance with the Malawi Growth and Development Strategy 
JICA’s assistance to Malawi is implemented in line with the Malawi Growth and Development 

Strategy (MGDS) 2006-2011. The MGDS looks at 6 key priority areas: agriculture and food security; 
irrigation and water development; transport infrastructure development; energy generation and supply; 
integrated rural development; HIV and AIDS. In line with MGDS, GOJ has supported GOM’s efforts in 
rural electrification through various means. For example, Debt Relief Grant Aid and other Non-Project 
Grant Aid have supported multiple phases of MAREP.  

 
(2) Effectiveness:  

Effectiveness of the Project is considered high because of the following reasons:  
1)  Integration of Learning through Practical Experiences 

The Project’s basic design to provide the RED/DOE members a practical experience with on-the-job 
training (OJT) through implementation of MAREP. Field experiences from all phases of the project 
cycle of MAREP have been served as the best motivation for them to integrate the newly acquired 
learning from the Project into their own capacities. In addition, counterpart training in Japan was another 
important opportunity for C/Ps to understand the background of Japanese technology.  

2)  Fulfillment of Indicators at the Project Purpose 
In the light of the Project Purpose, “Capacity for planning and implementing MAREP is enhanced and 

improved”, and the RED/DOE was able to improve and strengthen its capacity. According to the PDM 
originally agreed upon by the parties concerned, “Total of 27 trading centres (T/Cs) are energized under 
MAREP Phase 5 as planned” is the only indicators for measuring the Project Purpose. During the 
Project Duration, electrification of all 27 trading centres (T/Cs) has been completed as originally 
planned.  

There are other evidences showing improvement of RED/DOE’s capacity. For instance, MAREP 
Phase 5 was completed on schedule unlike the previous Phases 4, which took five years, i.e. three-year 
delay in its schedule. RED/DOE’s performance for implementation of MAREP Phase 5 has been much 
improved because of proper project management acquired through the Project. The RED/DOE has 
practiced generally acceptable planning and implementation procedures for rural electrification and 
properly electrified 27 T/Cs planned in MAREP Phase 5.  Improved contractual agreement and the 
procedures ensured smooth implementation of MAREP Phase 5.  

3)  Enhancement of Capacity through Continual Monitoring Procedures 
The Project has introduced Challenge Sheet, a self-monitoring system to set individual targets related 

to on-going tasks for the RED/DOE. The monitoring system was to motivate the RED/DOE members to 
assess their performance objectively. The members of the RED/DOE have begun to understand their 
tasks deeply, and realized their skills/ knowledge to be acquired to fulfill the expectations from the tasks. 
As a result, the overall quality of work done in MAREP was much better than those of the previous 
projects. Comparing the existing capacities of the RED/DOE, much has been improved and renewed in 
various aspects of project management for rural electrification activities.  

The Project has identified that the levels of the achievements vary from subject to subject or from 
person to person. Utilizing the skill and knowledge acquired form the project, the members of the 
RED/DOE may continue to develop such skills and knowledge to serve better in fulfilling their mandate. 

4)  Capacity Development and Institutionalization 



 

A wide range of manuals, guidelines and procedures are developed. The preparation and development 
of these outputs were collaborating efforts by both sides. The experts provided the Malawian side 
guiding principles for the areas such as basic design, detailed design, supervision, hand-over inspection, 
inspection of PV systems, etc. These principles are tested in the field and developed into complete 
documents. They are used for the reference and a check list for day-to-day operation to ensure the 
quality of work. They will be used as a textbook for training for the new member of the RED/DOE. 

 
(3)  Efficiency 

Efficiency of the project is rated “high” because of the following reasons:  
First, the inputs from the Japanese side were provided as appropriately as originally planned and scheduled 

in terms of timing, quantity and quality.  There occurred neither delay nor major change in dispatching 
Japanese experts (both of long and short-term experts), providing machinery and equipment, and training 
Malawian counterparts in Japan. The same applies to the training in Japan. 

Second, the RED/DOE and ESCOM has assigned and allocated staff to the Project as counterparts.  Due 
to the rules and regulations on human resources of GOM, the Project had continued to face difficulty in 
allocating appropriate number of C/Ps especially economists and accountants. Some details are shown in 
Section 3.6 Input Performance.  

Third, in terms of timing, quality and quantity, inputs of the Project has been generally delivered properly 
and utilized to produce the Output as planned in PDM. In spite of the shortage in staffing above, the Project 
has managed to adjust the schedule depending on the availability of the C/Ps and to meeting the immediate 
needs of the RED/DOE. It has been carried out most of activities as scheduled. 

Finally, the Project assessed the necessary skill level appropriate for supporting MAREP and instructed the 
C/Ps to carry out the project. The capacity development as the result of the cooperation support MAREP 
efficiently. For example, the Project developed and employed a new methodology to gather data utilizing 
GPS, geographic information system and geographic data available free on the internet enough to fulfill the 
necessary precisions to conduct the design and estimation of distribution lines.  (Note that the software and 
the geographic data are available free or minimal cost.) Compared with the necessary cost to introduce the 
methodology, it was technologically appropriate and efficient because it reduced the cost and efforts 
necessary to carry out the activities. Therefore the efficiency of the approach was considered high. 
 
(4) Impact  

Some tangible positive impacts have been observed at the time of the evaluation. 
1)  Increased Awareness on Needs of Capacity Development  

First and foremost, members of the RED/DOE has been aware of importance of improving its 
practices to implement MAREP Phase 6 using lessons learned the previous phases of MAREP.  The 
Team has found that the management of the RED/DOE, with assistance from the experts, has stressed 
the importance of raising “awareness” for short-coming of services for rural electrification. Through the 
technical cooperation, the members of RED/DOE have showed signs of facing the reality of one-self. In 
many occasions, many of RED/DOE has expressed, “we cannot repeat the failures of MAREP Phase 4 
again.” The Team has heard of many rooms to improvement for the next phase of MAREP from the 
members of RED/DOE during the interview. The RED/DOE has requested the experts to assist to 
improve their capacity in the specific areas in the remaining period of the Project.  Accepting one’s 
limit and expressing needs of growth in specific areas of skill and knowledge in one’s services is 
significant starting point for capacity development. The Japanese side believes that the RED/DOE will 
continue to make strong commitment to develop their capacity even after the Project.  

2)  Acquired Skill and Knowledge in Off-Grid Power Generation 



 

C/P has developed off-grid power generation technology appropriate for Malawi. The C/Ps have 
learned how to apply new skills and knowledge in planning and designing micro hydro-power 
development including feasibility study and routing design of distribution lines, etc. The Project has 
conducted an extensive feasibility study for new power generation site through OJT to acquire solid 
understanding of the technology. The RED/DOE has concluded that the micro-hydro power plant for 
non-grid system is not feasible in Malawi with the current market conditions. Instead, the RED/DOE 
reconfirmed that the extension of the grid lines is a central for prospective rural electrification 
development in Malawi. Small and medium hydro-power with grid connection will be other options for 
other power sources to consider. PV may be extended through a series of seminars and OJT to 
disseminate appropriate design and installment for proper use for the groundwork of rural electrification 
in Malawi. 

 
(5)  Sustainability 

The evaluation result indicates that the sustainability of the Project is high due to the following reasons: 
1)  Technical Aspect 

Technical capacity of the RED/DOE has been much empowered. The procedures for the project 
management including procurement and contractual management have been institutionalized. The 
procedures above have already applied to on-going projects i.e. MAREP Phases 5 and 6. The manuals 
and guidelines prepared have been utilized as the references and will be used as textbook for staff 
assigned to the RED/DOE in the future. In addition, capacity necessary for B/D and D/D, technical and 
installation standards (including procedures and guidance) are applicable for operation and maintenance 
of the existing facilities. 

2)  Policy Aspect 
According the government’s policy, it continues to extend the power grid to rural areas. Currently 

MAREP Phase 6 is in progress. A variety of skills and knowledge for rural electrification will be 
enhanced through planning and implementation of these succeeding phases of MAREP.  

3)  Financial Aspect 
Based on the National Energy Policy of 2003, “The Electricity Act”, “The Energy Regulation Act” 

and “The Rural Electrification Act” were prepared and approved by the Parliament in March 2004. 
These energy laws define the establishment of MERA, which is regulating rural electrification including 
the rural electrification levies on energy sales. It is expected that the further implementation of MAREP 
relies on the newly established Rural Electrification Fund. It was found that the levy setup for the Fund 
has not yet fully implemented. The concerned parties shall be mindful of on-going arrangement for 
securing the funding toward the rural electrification. 

 
3.3.  Factors Contributing Outputs 
(1) Flexible input meeting the needs of the project 

It was found that smooth implementation of project activities were carried out because needs in rural 
electrification in Malawi was deeply understood based on continued assistance in this field by the 
Government of Japan since 1999.  Besides technical matters, appropriate understanding by the Malawian 
side about necessities for administrative offices in the DOE also led to smooth promotion of the project 
without seeking too advanced technical matters.  Understanding of appropriate level of technical 
requirements by both sides resulted in harmony in project implementation and production of outputs as 
planned. 
 
3.4.  Issues and Factors Arising the Problems 



 

(1) On Planning Process 
Not Applicable 

 
(2) On Implementation Process 

Not Applicable 
 
3.5. Conclusion 

The Team found that the Project has successfully built a solid foundation for implementing rural 
electrification projects in Malawi. Therefore, the team concludes that the Project will have terminated by the 
end of November 2009 as originally planned. 

The evaluation results indicate that the project laid a firm groundwork for carrying out rural electrification 
projects in Malawi. The technical cooperation between the two countries brings about improved rural 
electrification capacity in DOE of Malawi. The most significant outcomes from the technical cooperation is 
to complete MAREP 5 utilizing the knowledge and skills attained through the Project. During the 
cooperation, associates of RED/DOE have acquired skills, knowledge and attitude necessary for rural 
electrification and applied these capacities to rural electrification projects in Malawi. The capacities attained 
vary from one person to another, each associate feels confidence in applying them into the services he serves. 
The Joint Evaluation Team has concluded that the probability of achieving the project purpose with in the 
project duration is high. Therefore the team concluded that the project will be terminated as scheduled.  
 
3.6.  Recommendations (Specific measures and recommendations for the project)  

The joint evaluation team has presented the following recommendations for the successful implementation 
of the project: 
The Team recommends the following issues to ensure the successful completion of the Project:  
(1) Filling Vacant Positions (Recommendation to the RED/DOE/Ministry)  

There have been some vacant positions in the RED/DOE to be filled. It is expected that the roles and 
responsibilities of the RED/DOE is continued to be significant because the Rural Electrification Fund will be 
available further implementation of MAREP. It is identified that the needs of engineers and economists are 
very high for the successful work of the RED/DOE. 
 
(2)  Further Technical Cooperation on Supply Side (Recommendation to JICA)  

In the past ten years, the technical cooperation between the RED/DOE and JICA has been focused on rural 
electrification. To enhance and maintain the outcomes from the Project, the Team recognized the necessity of 
further technical assistance on supply side (generation and transmission).  
 
3.7. Lesson Learned 

Importance of Continuity and Commitment 
There are some factors contributing to successful implementation and completion of the Project. As 

indicated in the ANNEX-15, the technical cooperation for rural electrification in Malawi has been continued 
for almost ten years since 1999. JICA has employed a variety of aid facilities, such as dispatch of individual 
experts, development studies, and technical cooperation projects. During the cooperation above, key players 
of the projects remained active to support the projects. Continuity and institutional memory of the past 
projects were a positive contribution for successful implementation. The team acknowledged that the parties 
concerned had put continued efforts to support the rural electrification in Malawi. 
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第１章 調査の概要 
 
１－１ 調査の背景 

マラウイ共和国（以下、「マラウイ」と記す）では、地方電化を貧困削減のための地域経済活性

化策として位置づけその推進を図っているが、人口の約8割が生活する地方の世帯電化率はいまだ
1％に満たない状況である。マラウイでは、1980年以降、政府によるマラウイ地方電化プログラム
（MAREP）が開始された。これは主に配電線の延伸により全国に多数点在するTrading Center（商
店街）の電化を進める事業であり、旧国営マラウイ電力公社が事業実施を担ってきた。その後、

1995年の電力セクター構造改革の方針決定に伴い、地方電化事業が政府へ移管され、旧鉱業天然
資源環境省エネルギー局が事業を新たに担うことになるが、同局では地方電化事業の実務経験が

ないことから、人的、資金的に事業を実施する体制が整っていなかった。 
日本政府（GOJ）は1998年度以降、債務救済無償を通じたMAREPへの支援、地方電化アドバイ

ザーの派遣、開発調査による地方電化マスタープラン（M/P）の策定、草の根無償資金協力による
太陽光発電設備設置、太陽光発電維持管理を担うシニア海外ボランティアの派遣、本邦・第三国

研修などを通じてマラウイの地方電化事業の実施能力向上のために協力してきた。これら日本の

協力を通じて、エネルギー局（DOE）の地方電化にかかわる計画実施能力は着実な向上がみられ
た。 
地方電化プログラムによる事業が加速される時期を迎えるにあたり、配電線延伸工事の事業監

理のほか、地方電化法に基づき新たに導入される地方電化基金の財務管理や太陽光発電システム

の技術監理などについて、DOE等の事業実施体制強化の必要性が高まっていくことが見込まれ、
マラウイ政府（GOM）はこのための技術協力をGOJへ要請した。本プロジェクトは、天然資源エ
ネルギー環境省（MNREE）エネルギー局地方電化課（RED/DOE）を中心とするGOMの地方電化
事業実施能力の向上を図り、GOMが進めるMAREPの計画実施能力を改善することを目的として実
施してきている。 

2009年11月のプロジェクト終了を控え、今般終了時評価調査を実施し、プロジェクト・デザイ
ン・マトリックス（PDM）に基づいて投入、活動実績、成果、プロジェクト目標の達成状況を確
認するとともに、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、
プロジェクト関係者との合同体制で評価を行うこととした。評価結果に基づき、今後のプロジェ

クト活動並びにプロジェクト終了後における発展的な活動に対する提言を盛り込んだほか、今後

の類似事業に有益な教訓を見いだし、マラウイ側関係者と共有したうえで、合同調整委員会（JCC）
において評価報告書の内容に承認を得て協議議事録（M/M）の署名を行った。 
 
１－２ 調査の目的 

（1）プロジェクト活動の実績、成果達成状況について評価・確認を行い、5項目評価（妥当性、
有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から検証する。 

（2）評価結果に基づき、プロジェクトに対して活動終了に向けた留意事項等を提言するととも
に、協力期間終了後の取るべき対応策について協議し、その結果を両国政府関係機関に報告

提言する。 
（3）今後、類似案件が実施される場合に、その案件を効率的に立案・実施するために、本協力
の実施による教訓を取りまとめる。 
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１－３ 調査団員構成 

No. 
氏名 
Name 

分野 
Assignment 

所属 
Occupation 

派遣期間 
（到着－出発）

Period（Arr. – Dep.）
1 前原 充宏 

Mitsuhiro 
MAEHARA 

団長/総括 
Team Leader 

JICA産業開発部  資源エネルギーグループ
電力・エネルギー課長 
Director, Electric Power and Energy Division, 
Natural Resources and Energy Group, 
Industrial Development Department, JICA 

5 July to 12 July 

2 和田 泰一 
Yoshikazu 
WADA 

評価企画 
Evaluation 
Planning 

JICA産業開発部  資源エネルギーグループ 
電力・エネルギー課 調査役 
Assistant Director, Electric Power and Energy 
Division, Natural Resources and Energy Group, 
Industrial Development Department, JICA 

29 June to 12 July 

3 石黒 正康 
Masayasu 
ISHIGURO 

地方電化 
Rural 
Electrification 

合同会社 石黒アソシエイツ 
Ishiguro Associates, L.L.C. 

29 June to 12 July 

4 小野澤 雅人 
Masato 
ONOZAWA 

評価分析 
Evaluation 
Analysis 

株式会社ピオニエ・リサーチ 
Pionnier Research Inc. 

29 June to 12 July 

 
１－４ 調査日程 

No. 月日 行程 

1 6/29（月） 18:20 成田発（JL735）→21:55 香港着 
23:50 香港発（SA287）→6/30 7:00ヨハネスブルグ着 

2 6/30（火） 11:40 ヨハネスブルグ発（SA170）→14:05 リロングウェ着 
16:30 JICAマラウイ事務所との協議 

3 7/1（水） 9:00 在マラウイ共和国日本大使館表敬 
10:30 専門家へのインタビュー 
13:45 RED/DOE課長と合同評価方法について協議 
14:00 MNREE次官表敬（合同評価体制協議） 
15:00 専門家へのインタビュー 

4 7/2（木） 8:30 マラウイエネルギー規制庁（MERA）表敬 
10:00 評価ワークショップ（地方電化課職員6名でのグループインタビュー） 
午後 個別インタビュー 

5 7/3（金） 8:00 リロングウェ発→14:30 ブランタイヤ着 
15:30 マラウイ電力供給会社（ESCOM）との協議 

6 7/4（土） 9:00 ブランタイヤ発→15:00 リロングウェ着（途中、電化地点視察） 
 

7 7/5（日） 合同評価報告書（JER）作成 

8 7/6（月） JER作成 
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9 7/7（火） 8:30 国連開発計画（UNDP）との協議 
9:40 インフラ・サービス・プロジェクト（世界銀行）（ISP）との協議 

14:00 ミレニアム・チャレンジ・アカウント（MCA）との協議 
15:30 RED/DOE課長との協議 
16:30 JER内容の確認作業 

10 7/8（水） 地方電化地点視察 
DOEとのJERの修正作業 

11 7/9（木） 9:00 JCCでの終了時評価結果説明、M/M署名 
14:00 JICAマラウイ事務所との協議 
16:00 在マラウイ共和国日本大使館への報告 

12 7/10（金） 8:00 JICAマラウイ事務所への報告 
13:00 リロングウェ発（ET/872）→20:10 アジスアベバ着 
23:00 アジスアベバ発（ET600） 

13 7/11（土） 3:45 ドバイ着 
9:40 ドバイ発→21:45 香港着 

14 7/12（日） 1:35 香港発（JL8730）→6:45 羽田着 

 
１－５ 対処方針 

本調査実施の対処方針は、以下のとおり。 

調査項目 対処方針 

１．実績 （1）成 果 
（ア）マラウイ地方電化推進プロジェクト（MAREPP）の計画と実施に

関する技術能力の強化・改善について確認する。 
（イ）MAREP第5次事業を通じて、MAREPPの計画と実施に関する契約

管理能力の改善について確認する。 
（ウ）太陽光発電システムの検査官と研修講師の技術能力の改善につ

いて確認する。 
（エ）地方電化基金の適切な管理能力の開発・維持について確認する。
（オ）RED/DOEにおける業務運営・管理能力の開発・維持状況につい

て確認する。 
成果の確認において、成果品の定着度及び本邦研修で作成したアクシ

ョンプランのフォロー状況による効果等についても検証する。 
（2）プロジェクト目標 
（ア）MAREPの計画実施能力が改善されたか確認する。 
＜指標＞MAREP第5期で計画された27ヵ所のトレーディング・センター
（TC）が活性化する 
（イ）成果品（報告書やマニュアル）の活用状況を確認する。 

（3）上位目標 
上位目標の指標に関して、以下、確認する。 
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 ＜上位目標＞ 

「配電線の延伸及び太陽光発電システムの普及によって世帯電化率が
向上する」 
＜指標＞ 
世帯電化率が2010年末までに国家目標とする10％まで増加する。 

２．実施プロセス 計画された活動に対する投入実績を確認するとともに、技術移転方法、
プロジェクトのマネージメント体制、カウンターパート（C/P）の参加度合
いを確認する。 

３．評価5項目 
３－１ 妥当性 

 
（ア）上位計画との整合性、プロジェクトの妥当性 

特にマラウイの電力セクター開発政策・わが国の援助計画との整合
性、日本の技術の優位性について検討する。 

（イ）プロジェクトサイト選定及び協力方法について 
マラウイでは、地方開発及び地域経済振興のため地方電化が急務で

あると位置づけられている。本案件では地方電化促進を推し進める担
当行政部局を選定し能力向上を行い、円滑な地方電化計画の実施が推
進されることをめざしたものであるが、選定方法、協力方法の適切性
を確認する。 

３－２ 有効性 （ア）プロジェクト目標の達成度及び今後の見通し 
本プロジェクトの実施によりもたらされたC/Pの能力向上がどの程

度右に貢献したのか、その寄与の程度の有無を確認する。 
（イ）成果品の承認 

プロジェクトで作成された技術マニュアル等がどの程度定着したか
を確認する。 

（ウ）マラウイ側要望への対応 
プロジェクト期間を通じてマラウイ側からの要望にどのように対応

したのかについて必要に応じて確認をする。 
３－３ 効率性 （ア）プロジェクト共同実施体制について 

現在進行中のMAREPPに取り組むうえで、C/Pとの協力的なプロジェ
クト実施体制の構築は円滑なプロジェクトの実施に重要である。先方
の段階的な技術向上を踏まえながら技術移転を進めてきたプロジェク
トの共同実施体制の効率性を評価する。 

（イ）予算措置 
必要機材の投入や、本邦研修等を実施するために予算が投入された。

プロジェクトの成果達成のための投入予算（コスト）の費用対効果に
ついて評価する。また、マラウイ側コスト負担事項について確認する。

３－４ インパ
クト 

（ア）世帯電化率改善の見込み 
上位目標である世帯電化率達成の見込みについて確認する。 

（イ）C/Pの業務実施能力の向上・改善による地方電化への寄与 
本プロジェクトは、地方電化計画の実施能力を向上することで、円

滑な地方電化の推進をめざす観点から、地方経済の活性化に貢献し、
地方の生計向上に寄与することが期待されるが、それらの状況につい
て確認する。 

（ウ）C/P、トレーニング受講者 
トレーニング受講によるインパクトの確認。具体的な行動変容の有

無など。 
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（エ）わが国他のスキームとの連携によるインパクト 
MAREP実施・運営とのかかわりについて 

３－５ 自立発
展性 

（ア）技術面 
各種マニュアルづくりや日本の整備された施設を活用した実践的な

技術移転を行うことを目的とした本邦研修を通じて伝えられた技術が
定着しているかを確認する。 

（イ）組織・財政面、 
MAREP推進におけるDOEと各関係機関、組織との意思疎通、組織運

営体制、予算計画等の特徴を踏まえ自立発展性の見込みを検討する。
（ウ）政策･制度面 

地方電化計画の今後の実施予定等について確認し、プロジェクト成
果の活用見込みを評価する。 

４．提 言 プロジェクト終了までに実施すべき事項につき整理し、提言する。 
終了に際しての広報の実施などについても触れる。 

５．教 訓 今後、他の類似案件の計画、実施、運営及び終了時のあり方の検討に資
するための教訓を見いだす（広報効果についても触れる）。 
本案件は法人委託型で実施されたが、そのメリット、あるいは課題があ

れば明確にする。 
６．終了後の 
対処方針 

本案件は計画に基づく技術移転が実施されたことにより、所期の目的が
達成される見込みであることから予定どおり終了することとする。今後は
マラウイ側の自助努力により地方電化推進計画の実施能力改善を図ってい
くことが望まれる。 

７．評価結果の 
フィードバック 

マラウイに対しては、DOEに提言する。 
日本側に対しては、担当課題部、地域部、在外事務所への教訓の共有が

必要であるほか、専門家に対してプロジェクト終了までの提言を伝えると
ともに教訓の共有が有効である。 

 
１－６ 主要面談者 

１－６－１ マラウイ関係者 

氏 名 役 職 組織・機関 

Gilton B. Chiwaula Principal Secretary, Ministry of Natural 
Resources, Energy and Environment 

MNREE 

Gideon Nyirongo Assistant Director, Chief Energy Officer, Rural 
Electrification Division（RED）, Department of 
Energy（DOE） 

DOE 

Lungu Khumbolawo Principal Energy Officer DOE 

Henry Perera MAREP Engineer DOE 

Willy Silema Principal Economist DOE 

MacDonaldo Nzima Energy Officer DOE 

Rhoda Soko Mkagula Assistant Accountant DOE 

Christopher Kapito MAREP Engineer DOE 

Peter C. Mtonda Director of Distribution and Customer Services ESCOM 
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Victor Munthali 
MAREP Engineer, Distribution and Customer 
Services 

ESCOM 

W. D. Saiwa Director of Technical Regulation MERA 

Elian Hausi Director of Finance and Administration MERA 

Michael Mwase Senior Occupational Healthy, Safety, and 
Environmental Officer 

MERA 

Godfrey H. Mangulenje Project Engineer, Infrastructure Services Project
（ISP） , Ministry of Economic Planning and 
Development 

ISP 

Tony Mbichila Assistant Project Engineer, Infrastructure 
Services Project（ISP）, Ministry of Economic 
Planning and Development 

ISP 

 
１－６－２ ドナー関係者 

氏 名 役 職 組織・機関 

Godfrey H. Mangulenje Project Engineer, Infrastructure Services Project ISP 

Tony Mbichila Assistant Project Engineer, Infrastructure 
Services Project 

ISP 

Sam Kakhobwe Point of Contact and Coordinator, MCA- Malawi MCA 

Overton Christine 
Mangalasi 

Energy Expert, MCA - Malawi MCA 

Venge Nkosi Program Analyst（Former Project Manager of 
BARREM） 

UNDP 

 
１－６－３ 日本側関係者 

氏 名 役 職 組織・機関 

松本 洋 参事官 在マラウイ共和国日
本大使館 

小川 伸一 一等書記官 
（経済協力班長） 

在マラウイ共和国日
本大使館 

星野 明彦 次 長 JICAマラウイ事務所

Kapalamula Godfrey ナショナルスタッフ JICAマラウイ事務所

 
１－７ 団長所感 

本プロジェクトの終了時評価は、前述の日程で無事に終了することができた。本評価の概要や

結論については本文を参照いただくとして、所感として別途以下の点をあげたい。 
本プロジェクトは、基本的に成功裏に終了することとなる。その要因の詳細は後述のとおりで

あるが、特に高い能力及び十分な経験をもった人材が専門家として派遣されたこと、そして、そ

の専門家の所属元が機材の調達、研修員の受入れにおいて高いレベルで活動いただいたことが大

きいと感じた。例えば、供与機材について迅速に適切な仕様の物が入ったこと、本邦研修におい
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て相手方の能力に応じたカリキュラムを組み、研修効果を高めた点についてである。今回は、専

門家派遣を業務実施契約型で行っており、この制度の評価をこの案件のみですることはできない

かもしれないが、この制度を使って派遣した専門家及び受託先がプロジェクトを成功裏に終了さ

せたという点については、「よい例」という意味で特記しておきたい。 
評価を実施していくなかで、マラウイ側から「地方電化に特化した本プロジェクトの成果を更

に実効性のあるものにするには、発送電に係る能力向上の協力が今後必要である」のではないか

という提案があり、本調査団も同意し、評価報告書の提言のなかにも盛り込まれた。逆にいうと、

約10年にわたり実施された地方電化に係る協力はここで終了しても問題はなく、地方電化につい
て今後は自らが実施していくということを意思表示したと受け取ることができた。これは、日本

側としても望ましいことであり、いわゆる出口の「よい例」となるという意味で特記しておきた

い。 
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第２章 終了時評価の方法 
 
２－１ 評価の目的 

援助を効果的かつ効率的に実施するために、開発途上国のニーズに応じた事業を実施するとと

もに、その事業の結果、どのような効果がもたらされたのかを評価し、得られた教訓と提言を今

後のJICAの事業の改善に反映させていくことが重要である。そのためJICAは、「事前」「中間」「終
了時」「事後」という事業の各段階で、その事業の妥当性と協力効果をできるだけ客観的に判断す

るために、事業評価を実施している。 
終了時評価の目的は、プロジェクトの終了に先立ち（通常終了の6ヵ月前の時点）、主としてプ

ロジェクトが計画どおり効果を達成できるかどうかを検証することである。また終了時評価では、

プロジェクトの目標の達成度、事業の効率性、今後の自立発展性の見通しなどの観点から、総合

的に評価をすることとしている。さらに、終了時評価調査の結果を踏まえ、当初計画どおりに協

力を終了することの適否やフォローアップの必要性の判断をする。 
 
２－２ 評価の枠組み 

終了時評価は、（1）プロジェクトの現状の把握、検証、（2）評価5項目からの価値判断、（3）提
言と教訓を通じたフィードバック、という3つの枠組みを設定して実施した。以下それぞれについ
てその概要を述べる。 
 
２－２－１ プロジェクトの現状把握と検証 
本調査は、はじめにプロジェクトが何を達成したか、その達成状況は良好かどうかという「実

績」を検証した。次にそれらを達成する過程（プロセス）で何が起きたのか、又それが達成に

どのような影響を与えたのかという、「実施プロセス」を把握し分析した。さらに、達成された

様々な事象がプロジェクトを実施した結果であるかどうか、プロジェクトと効果の「因果関係」

を検証した。 
 
２－２－２ 評価グリッドの作成 
調査に先立ち、評価デザインをまとめた「評価グリッド」を作成した。「評価グリッド」とは

評価調査の計画をまとめたもので、評価調査を実施するためのツールである。評価グリッドは、

評価のデザインを関係者間で協議したり、評価調査の計画概要をまとめるなど、評価調査を効

果的に行うための関係者間の共通のツールである。 
評価グリッドの作成は以下のステップに従って行った。 

    
（1）評価設問の決定 

評価を通して何を知りたいのかを決める。ここでは、評価5項目の観点に照らして検討を
行った。 

 
（2）判断基準・方法の決定 

あらかじめプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に設定された指標の目標値
と比較するのか、それとも実施前・実施後の比較など、価値判断の際に何と比較をするの
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かを定めた。 
 
（3）必要なデータとその収集方法の確定 

次に、データの入手先とその方法を検討した。ここでは、評価設問に答えるため、誰が

当該データをもっているかを確認するとともに、そのデータを確実に収集するためにどの

ようなアプローチが適切かについて検討した。 
 
（4）評価グリッドの作成 

以上の評価デザインの内容を評価グリッドに取りまとめた。評価グリッドは評価のデザ

インを効果的に検討するための道具であるとともに、評価調査計画の概要を示すものであ

る。本調査の評価設問と必要なデータは評価グリッドに取りまとめ、付属資料3に示した。 
 
２－２－３ 参照した資料等 
終了時評価は、プロジェクトが作成した既存の2次資料を中心に分析・評価することを原則と

した。主な参照資料は、討議議事録（R/D）、PDM、実施計画（PO）、年間実施計画書、プロジ
ェクト実施期間中に開催された協議の議事録、プロジェクト実施期間中に作成された報告書、

及びカウンターパート（C/P）が中心となって作成されたマニュアル・ガイドライン等である。 
また1次資料として、プロジェクト関係者との協議を通じて入手した情報と、関係者へのイン

タビュー結果を整理・分析した。なお、調査団はインタビューの準備のために、評価グリッド

に記載された評価設問に基づいて、質問票を作成してあらかじめ配布し現地で回収し、その結

果も参照した。 
 
２－２－４ 質問票の作成及びその配布 
評価グリッドに記載した評価設問のうち、2次資料から収集できないものについて、質問票を

作成した。質問票の配布先は、以下のとおり。 
（1）天然資源エネルギー環境省（MNREE）エネルギー局地方電化課（RED/DOE）課長 
（2）マラウイエネルギー規制庁（MERA） 
（3）マラウイ電力供給会社（ESCOM） 
（4）プロジェクト専門家 
（5）MNREE RED/DOE職員（C/P） 
付属資料４に質問票を添付した。 

 
２－２－５ 評価5項目とその価値判断 
これらの資料を基にプロジェクトの現状を把握し評価を行った。本評価は、経済協力開発機

構（OECD）の開発援助委員会（DAC）が1991年に提唱した開発援助事業の評価基準である「評
価5項目（妥当性・有効性・効率性・インパクト・自立発展性）」を採用して評価を実施した。
評価5項目の概要は以下のとおりである。 

    
（1）妥当性（relevance） 

プロジェクトの計画内容は受益者のニーズと合致しており必要性が高いか、相手国の開
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発政策及び日本の援助政策と整合性があり高い優先度が認められるか、又、対象分野・セ

クターの問題や課題の解決策として適切かなどを評価した。 
 
（2）有効性（effectiveness） 

プロジェクトで計画した効果（プロジェクト目標）は達成されているか、又、それはプ

ロジェクトの活動の結果もたらされたものかなどを評価した。 
 
（3）効率性（Efficiency） 

アウトプット若しくはプロジェクト目標について、より低いコストで達成する代替手段

はなかったか、あるいは同じコストでより高い達成度を実現することはできなかったか、

又、投入はタイミングよく実施されたかなどを評価した。 
 
（4）インパクト（Impact） 

プロジェクトで計画した長期的・間接的な効果（上位目標）は達成されているか、予期

していなかった社会経済的な正・負のインパクト（波及効果）はあるかなどを評価した。 
 
（5）自立発展性（Sustainability） 

プロジェクトがめざしていた効果（プロジェクト目標、上位目標）は協力終了後も持続

するかについて、政策面、組織面、財務面、技術面などの視点から分析、評価した。 
 
２－２－６ 提言と教訓の策定とフィードバック 
前項の分析には、プロジェクトに正負の影響を与えた貢献・阻害要因を特定して根拠を明ら

かにした。また最後に、評価5項目を含む評価の結果及び結論に基づき、今後の見通しや残余期
間において取るべき措置について関係機関を特定して提言と教訓を策定した。提言は、具体的

で実現可能なものでプロジェクトの残余期間中に実施可能なものになるよう留意した。提言に

は、専門家・C/P等のプロジェクト関係者がもつ問題意識のなかで、特に重要と思われるものが
あれば、これらも取り上げている。教訓には、実施中及び将来実施される類似のプロジェクト

の参考になるものを取り上げた。これらの提言及び教訓をフィードバックする相手は、以下の

諸機関を想定している。 
    
（1）マラウイ側のフィードバック先 

 RED/DOE 
 MNREE 
 その他関係省庁 

 
（2）日本側のフィードバック先 

 プロジェクト受注者（専門家等） 
 JICAマラウイ事務所 
 JICA本部 
 その他関係省庁 
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２－３ 評価調査の実施体制 

評価調査の日本側の実施体制は、「１－３ 調査団員構成」に示す4名が行った。マラウイ側の
評価チームの選任は、RED/DOEを通じて調整を依頼した結果、最終的にMNREE次官をメンバーと
した。また、合同評価報告書（JER）にも、同次官がマラウイ側を代表して署名者となることにつ
いて合意を得た。 
 
２－４ 評価結果の取りまとめ 

JERは英語版をオリジナルとして作成し、マラウイ側と合同で開催するプロジェクトの合同調整
委員会（JCC）評価調査の日本側の実施体制は、「１－３ 調査団員構成」に示す4名が行った。マ
ラウイ側の評価チームの選任は、RED/DOEを通じて調整を依頼した結果、最終的にMNREE次官を
メンバーとした。また、同次官がマラウイ側を代表してJERに署名することについて合意を得た。 
 

２－５ 評価調査の制約及び限界 

本調査は、プロジェクト終了のおおむね6ヵ月前に実施される終了時評価であることから、その
実施にあたっては、いくつかの制約及び限界があることに留意が必要である。本プロジェクトは、

評価時点で実施期間3年間のうちの、ほぼ8割以上を終了しつつある状態段階である。多くの活動
は、着手済みあるいは最終段階にあることから、実施されている活動の中身について論ずること

よりも、実施中してきた活動によってどのような成果を達成し、又達成されたこの成果によって

どのような何らかのインパクトを生み出しているのか、又更にプロジェクト終了後も自立的に発

展していく活動であるかを検証する必要がある。なお、プロジェクトの残余期間が限定されてい

ることから、残りのPOを勘案し、現実的な提言を示すことが肝要である。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 
３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側 
（1）専門家派遣 

2006～2009年度の延べ3年間（4年度）にわたり43.7人/月が投入された1。うち、96％は現
地で作業が行われている。 
専門家の専門属性は、総括/組織運営/配電計画、地方電化アドバイザー/太陽光発電技術、

配電技術、財務管理、マイクロ水力発電技術からなる。うち、総括/組織運営/配電計画、

地方電化アドバイザー/太陽光発電技術、財務管理の3人については、すべての期間を通じ
て投入が行われた。一方、配電技術については、2007年度以降、複数の専門家が重点的に
投入された。マイクロ水力発電技術については、2007～2008年度に1名が投入された。（表
３－１参照） 

 
表３－１ 専門家の投入実績 

 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度（予定）

専門家人数（名） 3 
総括/組織運営/
配電計画（1）、
副総括/地方電
化アドバイザー
/太陽光発電技
術（1）、財務管
理（1） 

5 
総括/組織運営/
配電計画（1）、
副総括/地方電
化アドバイザー
/太陽光発電技
術（1）、配電技
術（1）、財務管
理（1）、マイク
ロ水力発電技術
（1） 

6 
総括/組織運営/
配電計画（1）、
副総括/地方電
化アドバイザー
/太陽光発電技
術（1）、配電技
術（2）、財務管
理（1）、マイク
ロ水力発電技術
（1） 

5 
総括/組織運営/
配電計画（1）、
副総括/地方電
化アドバイザー
/太陽光発電技
術（1）、配電技
術（2）、財務管
理（1） 

延べ人月（M/M） 3.5 
現地：3.0 
国内：0.5 

14.2 
現地：13.9 
国内：0.3 

16.0 
現地：15.6 
国内：0.4 

10.0 
現地：9.5 
国内：0.5 

出所：各年度プロジェクト進捗報告書 

 
（2）日本におけるカウンターパート（C/P）研修 

2007年度と2008年度の本邦研修は、現地プロジェクトにかかわる研修受入先（中部電力）
とJICA担当部門との間で事前調整が十分行われており、計画どおり実施された。研修成果
については、実施機関、JICA、受講者のいずれからも適切かつ良好という評価が与えられ
ている。 
参加者（研修生）は、次のような点で研修のメリットが大きかったと述べている。 
エコノミストは、経済分析の手法を学ぶことができた点と、研修に使用した資料がマラ

                                            
1 2009年度の 10人/月については実施中。 
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ウイの経験に基づいた内容でつくられており、彼らにとって実効性が高いという2つの点を
評価している。一方、エンジニアは、架空線を使った配電技術の習得がマラウイの地方電

化にそのまま適用できる点を大きな成果としてあげている。 
 

表３－２ C/P研修の実績 

 2007年度 2008年度 2009年度（予定） 

受入期間 12月5日～22日 9月17日～10月4日 8月27日～9月11日 

人数（名） 2 2 2 

対象者属性 課長とエコノミスト エンジニア 中堅・若手クラス 

評価（受入機関：中部
電力） 

 研修到達目標達成
度は 5段階評価の
5。 

 研修後のパフォー
マンス評価は 5段
階評価の4。 

 研修到達目標達成
度は 5段階評価の
5。 

 研修後のパフォー
マンス評価は 5段
階評価の4。 

- 

（JICA）  講義内容は適切。
 講師の技術、知識、
指導力、英語力は
問題なし。 

 討論、実習、演習、
発表は到達目標に
合致。 

 研修内容は目標の
達成に寄与。 

 講師は十分な知識
と経験を有す。 

 教材は適切。 

- 

（受講者）  研修プログラムに
対する評価は良
好、おおむね適切
（good/abut right）。

 研修プログラムに
対する評価は適
切 、 良 好 （ very 
good/good）。 

- 

出所：各年度プロジェクト進捗報告書、国別研修実施報告書、インタビューに基づき作成 

 

（3）機 材 
機材については、太陽光発電、配電線、マイクロ水力、需要測定に必要とされる機材に

加え、円滑な事業実施のため地方電化課用の事務所機器を供与した。（表３－３参照）供与

された機材はマラウイ側C/Pにて管理しており、各人が機材保管場所を把握しているととも
に、鍵のかかるキャビネットにて保管をしている。 

 
表３－３ 機材の投入実績 

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 

 事務所機材 
 太陽光発電用評価 
 モニタリング機材 

 配電線検査機器 
 マイクロ水力発電
ポテンシャル調査
機器 

 需要測定用機材 － 

出所：各年度プロジェクト進捗報告書、インタビューに基づき作成 
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（4）費用支出 
本プロジェクト実施経費実績は、1億8,500万円（３年間）。また、他のスキームを有効活

用し、集団研修（小水力発電コース）へ関係スタッフを参加させる機会を創出するなどし、

予算制約のなか活動効果の向上のための工夫を行った。 
 
３－１－２ マラウイ側 
（1）人 員 

現状、エネルギー局地方電化課（RED/DOE）の陣容は、課長1名の下、4名のエンジニア
と1名のエコノミストで構成されている。4名のエンジニアのうち2名はマラウイ電力供給会
社（ESCOM）からの出向者である。また、エコノミストについては、以前は2名いたが、1
名が転籍となったのち、欠員のままの状況にある（表３－４参照）。 
一方、DOEは組織上の昇格が認められたことで増員は可能となったが、まだ実行されて

いない。 
 

表３－４ RED/DOEの構成 

課 長 G.G. Nyirongo, Chief Energy Officer 

エンジニアリング・サービス K. M. Lungu, Principal Energy Officer 
M. Nzima, Energy Officer 
C. Kapito（ESCOM） 
E. Perera（ESCOM） 

エコノミック・サービス W. Silema（Principal Energy Officer） 

出所：インタビューによる 

 

（2）エネルギー局地方電化課（RED/DOE）予算 
DOEからは、JICAのプロジェクトに対する予算は計上されていないが、JICA専門家に対

して執務室が提供されている。 
なお、職員給与を除くRED/DOEの予算2は、2008/2009年度が2,135万MWK（約1,437万円）

であった。この予算は、同課の一般経費として使われる。マラウイ地方電化プログラム

（MAREP）プロジェクトが拡大されてきたことから、一般経費も増加してきた。 
 
３－２ 活動実績と更なる効果発現の展望 

３－２－１ 人材育成と技術移転 
（1）エネルギー局地方電化課（RED/DOE）職員の能力向上 

プロジェクト開始当時、C/P側には問題点を認識したり、認識や問題解決の方策を考えた
りする力が不足していた。これは、彼らには問題があってもそれに気づかない、あるいは

無視するという傾向があり、常に受け身であることが原因であった。 
その打開策として、自ら解決策を考え、実践するという習慣を身につけさせることを目

的に、能力向上を目的としたチャレンジシートを導入した。期初に個人ごとの業務目標を

                                            
2 MAREPのプロジェクト経費は別枠であり、これには含まれない。 
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設定し、期末にその成果を確認することで、各人に対する動機づけを与えた。これは、日

本の企業で導入がみられる人事考課の手法を活用したものである。これにより、C/Pは、自
分は何を目標として業務を行うのか、又それを達成するために何を学ばなければならない

かについて、具体的に自己管理できるように変化していった。特に高い能力向上がみられ

たスタッフのチャレンジシートの記載事項の変容は顕著で、理解度が高いスタッフほど具

体的課題を記載するようになっていった。 
このチャレンジシートに対するC/P側の評価は良好であり、現状では定着している。 

1）技術者 
旧国営マラウイ電力公社が地方電化事業実施を担ってきたマラウイの地方電化事業は、

1995年の電力セクター構造改革の方針決定に伴い政府へ移管され、旧鉱業天然資源環境
省エネルギー局が事業を新たに担うことになったが、同局では地方電化事業の実務経験

がなく、人材育成はゼロからのスタートであった。2004年時点ではDOE局長の体調不良
による求心力が低下するなか、RED/DOEの配置人員は2名という状態であり、技術協力プ
ロジェクト開始の障害となっていた。DOEは電化プログラム推進業務の増大に対応する
ため、技術系職員の増強を本省に求めていたが増員がなかなか進まなかったことで、プ

ロジェクト開始も遅れた。ようやく2006年になり3名の配置から更に5名に増加されるこ
ととなった。なお、DOEにおける要員の確保が必ずしも十分でなかったことから、ESCOM
からの2名の出向体制を整えることで、必要人数を確保し、プロジェクトが開始された。 
プロジェクトにおける配電線延伸に係る調査・積算と設計・施工監理業務にかかわる

能力強化については、DOE職員はフェーズⅤの電化工事を通じてプロジェクト管理を学
び、当初の工程どおり作業を終了することができるレベルに達し、おおむね目標に到達

した。 
一方、光起電性、太陽光発電（PV）システム検査の能力育成については、仕事量に対

して担当職員が2名しかおらず、マンパワーの点で大きな制約があった。また、彼らの技
術レベルにも不足する点が認められた。その対策として、2006年にPV技術研修をこの2
名だけでなく関連する技術系職員全体に拡大した。翌2007年には、講師養成研修を実施
することで、能力強化を図った。 
ちなみに、それまでのPVシステム検査は、設置されたシステムが正常に稼働している

かどうかの検査にとどまっていた。しかし、将来、システム数の増加と大型化に伴い、

契約時と設置時で仕様・機材がすり替えられる可能性が高くなることから、検査マニュ

アルの内容は、契約時の書類（仕様・数量）と設置されたシステムを比較し、更に設計

の正当性についてもチェックするように改めた。 
2）エコノミスト 
エコノミストの業務は、マスタープラン（M/P）の見直し、新規電化対象を選定するた

めに必要なデータベースのアップデートであるが、これらの作業は遅れている。一方、

現在進行中のフェーズⅤとⅥの調査及び機材調達などの作業で技術者のマンパワーが不

足していることから、エコノミストは彼らの業務を支援している。 
現状では技術者に比べエコノミストの人員が不足しており、体制が弱い。 
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3）経 理 
地方電化基金の帳簿管理のために会計担当が必要であるが、欠員が断続的に発生して

いる。 
フェーズⅣ以降に建設した設備の資産台帳を作成したが、そこには資産の償却の概念

が入っていない。そもそも政府の会計は単式簿記であり、バランスシートを作らない。

これは、政府会計にかかわる制度上の問題に起因しており、技術協力プロジェクトの活

動を超える外部的な要因である。 
 

表３－５ 技術移転にかかわる主な実績 

 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度（予定）

全 般   年次計画策定  年次計画策定  年次計画策定
配 電  積算プログラ

ムの作成。 
 詳 細 設 計
（D/D）手法の
習得。 

 調査・設計・調
達・施工監理手
法の習得（フェ
ーズＶ）。 

 調査・設計・調
達・施工監理手
法の習得（フェ
ーズＶ）。 

 技術基準・設置
基準の作成。 

 設計・調達・施
工監理手法の
習得（フェーズ
Ⅵ）。 

 技術基準・設置
基準の作成。

PV  PV 研 修 の 実
施。 

 PV 研 修 の 実
施。 

 PVシステム検
査及びモニタ
リング手法の
習得オン・ザ・
ジョブトレー
ニング（OJT）。

 PVシステム検
査及びモニタ
リング手法の
習得（OJT）。 

 PV 研 修 の 実
施。 

 PVシステム検
査及びモニタ
リング手法の
習得（OJT）。

技術者 

マイクロ
水力 

-  マイクロ水力
地点調査手法

 マイクロ水力
地点調査手法
（詳細） 

- 

エコノミスト  D/D手法の習
得。 

 調査・調達・施
工監理手法の
習得。 

 データベース
のアップデー
ト。 

 調査・調達・施
工監理手法の
習得。 

 データベース
のアップデー
ト。 

 調査・調達・施
工監理手法の
習得。 

 データベース
のアップデー
ト。 

経 理 -  予算・会計・資
産の管理手続
き評価の実施。

 予算・会計・資
産の管理手続
き評価の実施。 

 予算・会計・資
産の管理手続
き評価の実施。

 作成されたガ
イドラインに
基づく予算・会
計・資産の管
理。 

出所：業務進捗報告書、完了報告書より作成 
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（2）技術研修・指導 
1）PV関連 

PV技術は、再生可能エネルギー普及に関する障害除去プロジェクト（BARREM）にお
いてその普及促進が進められてきたが、BARREM自体は2年前に終了した。このため
BARREMにおけるPV関連活動の一部がDOEに移転された。BARREMの枠内で設立された
ムズズ3大学再生可能エネルギー技術検査センター（TCRET）がPVシステムの研修を行っ
ているが、2007年時点では、講師と内容ともに低いレベルにとどまるものであった。 
このムズズ大学の活動とは別に、技術協力プロジェクトの枠内でDOEにおいてPVシス

テムの研修を実施4したが、既存の経験者の能力は誤った知識に基づいていることがあり、

講師として認定するには至らなかった者もいた。この点で、正しい知識に基づいた技術研

修の必要性が認められた。 
なお、上記研修受講者（DOE及びBARREM）がTCRETで開催したマラウイ・キリスト

教保健教会（CHAM）のPVテクニシャン養成コースに講師5として参加している。 
現場での技術移転（実習）については、マラウイ政府が設置した風力・PVハイブリッ

ドシステムの検査、CHAMのクリニックに設置したPVシステムのモニタリングを通じて
行った（OJT）。 

2）マイクロ水力関連 
地方電化マスタープラン（M/P）調査で確認されたマイクロ水力地点について、所要の

簡易測量や測水・設計、需要想定、事業費積算などの基礎技術の習得を図った。 
その結果、他の援助機関がムランジ山やゾンバ地区でマイクロ水力プロジェクトを計画

した際に、DOE職員がポテンシャル調査を行い、彼らに対して実施可能性がないと逆提案
していることなどから、能力強化の成果が現れているといえる。 

 
３－２－２ 地方電化基金の管理体制 
（1）地方電化基金 

JICAのマラウイ国地方電化マスタープラン調査実施当時（2001～2003年）は、地方電化
基金の前身であるエネルギー基金を使うことで地方電化を進めていた。しかし、エネルギ

ー基金の財源は石油製品（ガソリンと軽油）への課税にとどまり、しかも地方電化という

使途との間で整合性を欠いていた。加えて、課税額も低く、MAREPを進めるには基金とし
ての規模が小さすぎた。この点は同M/P調査で指摘したところであり、地方電化法の成立に
より、課税範囲の拡大6と課税額の増加が行われた。 
地方電化基金の管理はDOE内部の地方電化管理委員会（REMC）が行う。基金の11％は管

理経費として事務局であるDOEに入り、89％は工事費用としてDOEがESCOMに委託した工
事代及び建築資材に充てる原則で運営されてきた。 
体制の整備に遅れが生じ、マラウイエネルギー規制庁（MERA）が発足するまで、地方電

化基金の前身であるエネルギー基金が石油管理委員会（PCC）から入金されるまま、DOE

                                            
3 Mzuzu 
4 2007年 10月 15～26日。 
5 Resource Person 
6 電気も課税対象となったが、2009年 7月時点で、まだ電気料金への課税は実施されていない。 
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はどこにも報告することなくこれを支出するという事態が発生していた。 
また、当初、DOEの会計管理体制（会計帳簿の整備）に不備があった。このため2007年

8月プロジェクトのC/Pとして的確な会計担当職員を配置し、帳簿の整理を開始した。しか
し、当該会計担当者は昇格に伴って他省に異動し、再び会計担当が欠員となり、2009年7月
時点で欠員のままである（補助員のみ在籍）。 

 
（2）エネルギー規制庁（MERA） 

2008年1月MERAが正式発足し、2008年7月に前DOE局長のチャールズ・カフンバ7が長官8

に任命された。彼は、過去、DOEにおいて地方電化のための制度構築にかかわっており、
能力は高い。MERAの発足によりエネルギーセクター構造改革の一環として、政策官庁と規
制機関の役割の分離が行われた。また、電力セクターのアンバンドリングの概念が導入さ

れ、事業権契約に基づく新規電気事業者参入の道が開かれた。地方電化についても、かつ

てのようにESCOMが政府の求めに応じて義務的に行うのではなく、事業権を得た事業者が
電力供給事業を進めるという考え方に変わった。事業権認可や料金認可といった規制業務

は、新たに設置されたMERAの権限となった。しかし、組織としては人員確保を含めて体制
整備の途中にあり、人材も規制機関での勤務経験がある者は3名にとどまる。このため、
MERA組織としての活動はまだ軌道に乗っていない。 

MERAは、技術協力プロジェクトの直接的な対象ではないが、地方電化にかかわるすべて
の規制権限があり、その動きは外部要因として重要である。 
一方、MAREPの原資となる地方電化基金の徴収については、旧エネルギー基金から地方

電化基金への切り替え9がもたついていたが、2008年末から石油製品については4.5％の課税
とその徴収を開始した。法律上は電気も地方電化税の課税対象となるが、現在、電気料金

値上げのための認可作業が進行中であり、これが終了するまでは、新たな課税を実施する

ことは現実問題として難しい。 
ちなみに地方電化基金の徴収額の実績は、財務省への口座入金段階で2007/2008年度が

2億4,500万MWK（1億6,500万円）にとどまったのに対し、2008/2009年度には25億5,800万
MWK（17億2,200万円）に拡大した。これは地方電化法の施行により課税が強化された結果
である。なお、財務省の口座からDOEの管理口座への送金には、時間遅れがある。 

 
３－２－３ 他プロジェクトとの連携 
（1）インフラ・サービス・プロジェクト（世界銀行）（ISP） 

ISPは経済発展可能性の高い10県における30の町の経済中心地区のインフラ整備を行うプ
ロジェクト。総額4,000万米ドル（38億円）の予算（無償資金協力）でインフラ整備を行う。
プロジェクトは以下の5つで構成される。 
 道 路 
 水 
 電 気 

                                            
7 Charles R. Kafumba 
8 Chief Executive 
9 地方電化法の施行により、エネルギー基金は地方電化基金に改変され、課税範囲と課税額が拡大された。 
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 情報推進 
 上記にかかわる技術協力 

ISPのプロジェクト期間は2006～2011年の5年間。すなわち終了まであと2年を残すのみで
ある。プロジェクトの計画づくりは豪州のスノーウィーマウンテンエンジニアリング

（SMEC）が進めているが、世界銀行による予算の最終承認がまだ出ていないため、着工し
ていない。プロジェクトの積算額が4,000億米ドルを超えているため、予算不足となれば工
事範囲を縮小する。 
予算の多くは道路と水分野に投入され、電力の比率は小さい（400万米ドル程度）。 
MAREPとの連携では、北部のチピタ・ニカ・ルンピ回廊10でMAREPが進める電化事業の

補完を行う。MAREPが33kVの高圧線を引き、ISPが変圧器と低圧線を敷設する。建設後の
資産はDOEに移管する。 

 
（2）ミレニアム・チャレンジ・コーポレーション11 

道路とエネルギー関連分野に総額3億米ドル（288億円）の投資を行う。ただし、5年間で
プロジェクトを終了することが前提条件となる。エネルギーセクターでは、主にESCOMの
電力供給が大きな問題となっている現状を踏まえ、各種設備のリハビリと近代化を図る方

針。また、電源開発の支援も検討しており、系統整備及び水力開発を検討していく方針。

地方電化分野への支援計画は定かではないが、MAREAPの次のフェーズへの支援が検討さ
れる可能性はある。 

 
（3）国連開発計画（UNDP） 

UNDPのBARREMでは太陽光発電システム普及のための技術トレーニング等を主に実施
してきた。BARREMは2001～2006年まで5年間の計画で実施されたが、マラウイ側の要望に
応えるかたちで2006～2008年まで2年間延長された。総予算は340万米ドル。プログラムで
ムズズ大学にPVコースを設置し、ここが学士の教育と短期の技術者養成コースを実施して
いる。このPVコースではJICAの専門家と協力することができた〔３－２－１（2）1）参照〕。 
なお、UNDPの技術協力の今後については、彼らはバイオエタノールの分野に関心をもっ

ている。 
 
３－３ プロジェクト目標の達成度 

技術協力プロジェクトの目標はMAREPの計画づくりと実施能力を強化・改善すること、すなわ
ち人材育成であり、その指標はフェーズⅤで対象とする27のトレーディング・センター（T/C）が
計画どおり電化されることである。 
この点からDOEが進めるMERAPの進捗状況から判断して、当初目標を達成したものと判断でき

る。 
 

                                            
10 Chitipa-Nyika-Rumphi Corridors 
11 Millennium Challenge Corporation 
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３－４ 上位目標の発現度 

2000年当初、JCAによる地方電化M/P調査が始まった当時、国全体の電化率はわずか4％という
状況であった。しかし、都市部及び都市近郊部12の電化率の向上と並行して、国家予算を使った

MAREPを進めた結果、2010年の電化目標10％に対して、現状で8.4％を達成するに至った。 
なお、国の電化率の向上に及ぼす地方電化と都市近郊電化の貢献という点では、後者の重みが

高い。電化率の向上のためには地方電化に加えて、より需要のある都市近郊部の電化をより強力

に進めることが求められる。 
上位目標に設定された国家レベルの電化率への寄与は、それ自体がマラウイの政策目標であっ

たことから、上位目標の指標として使用することとした。一方、上述のように、国全体の電化率

向上に対する地方電化の寄与はある程度限定されていることから、計画立案時に地方電化の意義

や政策上の目標など、その他の指標も検討することも可能であると考えられる。一例としては、

あらかじめ複数のT/C13を選定して、電化前後の経済活動の比較を行うなど、地方電化の実態に合

った指標の検討も必要と考えられる。以上は、今後の類似案件における教訓として生かされるこ

とを期待したい。 
 
３－５ 成果の達成度 

３－５－１ 人材育成 
技術協力プロジェクトにおける人材育成にあたっては、チャレンジシートを導入したことで、

各人の目標設定と評価が明確となった。また、全員でその評価を行うことで公平性も担保され

た。 
フェーズⅣでは、工程や予算といったプロジェクト管理がほとんどできなかった。しかも、

工事契約が不備なまま工事が始まり、大幅な工程の遅延とコストオーバーランを起こした。フ

ェーズⅤでは、DOE職員がフェーズⅣでの失敗を繰り返したくないという強い思いに支えられ、
しっかりとしたプロジェクト管理ができるようになり、ほぼ当初の予定どおり工事を終了する

ことができた。これら2つのプロジェクト成果の比較から判断して、職員には十分な技術力がつ
いたといえる。 
一方、DOEがこれまで取り組んでいなかった資産管理、予算・会計管理といった分野では、

まずは台帳の整備と更新、管理の徹底といった基本的な知識と手続きについて技術移転を行っ

た。これにより、資産管理については台帳を整備するに至った。このことはマラウイ政府（GOM）
の現状に照らした場合、大きな進歩であるといえる。一方、担当責任者が人事異動し空席のま

まという状況にあり、主な人材育成は担当スタッフレベルを対象とせざるを得なかった。 
資産台帳の整備はされたが、設備資産の償却については政府に何らルールがなく、全くの白

紙の状態であり、政府の今後のルール確立が望まれる14。ただし、この分野が抱える課題は政府

の予算制度、人事制度と絡むものであり、本プロジェクトにとっては外部要因となる。 
 

                                            
12 Peri-Urban 
13 全国に分布する T/Cは、常に変動（主に経済活動が発展することに伴う増加）しているので、全国の T/Cの電化率を指標としてと
らえることはやや難しい。今後、DOEは社会調査を強化しモニタリングを進めていくこととなっている。 

14 ３－５－３で記述するように、政府の会計制度は単式簿記であり、複式簿記の考え方がない。 
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３－５－２ プロジェクト運営管理 
電化工事の工程管理については、技術協力プロジェクトの成果のひとつとして、2007年12月

のフェーズⅤ開始以降、DOEとESCOMの間で月1回の工事進捗会議が開催されるようになった。
これにより、それまでの頻繁に起きていた工程管理上の問題、すなわちDOEとESCOMはお互い
の動きを知らないままに工事が進むという混乱が解決されるようになった。 
ちなみに、フェーズⅣにおいても、DOEとESCOMとの間で打合せの会議は開かれていたが、

その頻度が少なく、かつ相互の工程の確認という視点が弱く、お互いに相手が今何をやってい

るのか把握しないまま工事が進んでいた。 
また、2008年9月よりREMCの開催が始まったことで、関連省庁間の情報交換と報告体制が整

備された。さらにDOE地方電化課内部においても、適宜、会議を開催することで情報交換と連
絡体制が整備された。 

 
３－５－３ 制度・体制面の整備 
（1）地方電化基金 

当初、政府に公的資産の管理という概念が希薄なことから、帳簿管理に杜撰さが目立っ

た。これは、政府の会計制度が単式簿記であり、資産台帳は作るものの、貸借対照表や資

産償却の概念がないことに起因する。 
加えて、地方電化基金からの維持管理（O&M）費用の支出について、まだマラウイ側の

意識が低く、これが潜在的な問題となる。DOEはO&M費用の必要性を考慮し始めているが、
新規の建設事業が優先し、まだ対応できていない15。 

 
（2）地方電化管理委員会（REMC） 

2008年9月12日に第1回委員会が開催された。10月20日の第2回委員会で2008/2009年度の活
動計画や予算、フェーズⅥの対象地点などが承認された。 

 
（3）DOEの組織 

DOEの局長と副局長が不在のまま、現状、課長が全体の管理を代行する状況にある。 
人員体制の面では、DOEは現状のままでも十分対応できると考えているが、将来の仕事

量の拡大を考えれば、人員の増加が必要と思われる（フェーズⅤが27ヵ所の電化であった
のに対し、フェーズⅥでは対象が54ヵ所に倍増する）。 
職員が昇格するためのポジション（職席）が不足していたが、DOEが組織として格上げ

されたことで、人事上の問題の解決が図られた。これには、職員の昇格による意欲向上と

いうねらいがある。 
 

                                            
15 プロジェクト専門家は O&M費用の確保が今後重要となることを DOEに伝えており、RED/DOE課長もそれは認識していると答え
ている。ただし、まだ具体的な動きには至っていない。 
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３－６ 計画の達成状況 

３－６－１ マラウイ地方電化プログラム（MAREP）全体計画 
技術協力プロジェクト開始以前にDOEが独自で実施していたフェーズⅣでは、様々な面で

DOEの能力不足が露呈し、工程に大きな遅れが生じた。具体的には、工事契約をしないまま
ESCOMが工事を開始し、大幅なコストオーバーランを起こす、あるいは施主であるDOEが施工
業者であるESCOMの工事の進捗を全く把握しないまま、MAREPPが進行するという事態が起き
た。しかし、DOEにとってはこれが大きな反省材料となり、技術協力プロジェクトを通して行
われた様々な技術移転を積極的に受け入れ、又彼ら自身が努力する結果につながった。 
その成果として、フェーズⅤは当初の計画どおり順調に進み、フェーズⅣで見られた工事に

かかわる契約、調達、工程管理上の問題が著しく改善された。 
 
（1）フェーズⅣ 

2003年5月開始、2007年5月に完了した。当初計画の2年を大幅に超え、完成まで5年を要
した。工程遅延の原因は、電化対象となるT/Cの数が40から54ヵ所に増加したことに加え、
前述のとおりDOEにプロジェクト管理の基本が身についていなかったことにつきる。 
一方、工事を行ったESCOMにも従来の自社工事とDOEからの請負工事との明確な区別が

できておらず、施主の指示に従うという意識が薄かった。 
 
（2）フェーズⅤ 

フェーズⅤでは、本プロジェクトによる技術協力のほかMAREP実施のために見返り資金
が活用された。2007年11月にESCOMとの契約を開始し、2009年3月にすべての工事が完了し
た。 
なお、工程管理は問題なく行われたが、住民から予算を上回る補償金額が請求されたこ

とで、コストオーバーランを起こした。補償額については現在住民との間で協議中である。 
 
（3）フェーズⅥ 

フェーズⅥの電化対象54ヵ所はREMC第2回委員会で承認された。既に地方電化基金が拡
充されたことから、当該基金を事業費に充てる予定である。 

 
３－６－２ 技術協力プロジェクトの計画 
外部要因について課題はあるが、技術協力プロジェクトについては当初の計画は達成された。 
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第４章 評価5項目に基づく評価結果 
 
４－１ 妥当性 

本プロジェクトは、以下の各項目に示すように、終了時評価の時点で高い水準の妥当性を維持

している。 
 
４－１－１ マラウイの電力政策に対する妥当性 
エネルギー局（DOE）は1999年以来、政策立案と法的枠組み整備の業務を所掌してきている。

2003年には、「国家エネルギー計画」を完成させ、首都リロングウェ並びにその他の都市におい
て利害関係者による公聴会を開催した。同計画は2010年における全国の世帯電化率を10％、2020
年には20％とすることを政策目標とし、都市部並びに都市周辺部との格差解消のため、地方電
化の重要性が強調されている。政府は現在マラウイ地方電化プログラム（MAREP）を実施して
おり、地方における電化を促進する取り組みを行っている。地方電化の重要性については、国

家の上位計画でも担保されており（「Vision2020」や「Malawi Poverty Reduction Strategic Paper：
MPRS」）、大統領の関心事でもあることから、今後も地方電化率向上への取り組みは継続してい
く見込みである。このように地方電化に対する緊急性と重要性は、本プロジェクト開始時点で

ある2006年と変化はない。 
 
４－１－２ エネルギー局地方電化課（RED/DOE）を技術協力の相手先と選択したことの妥当性 

RED/DOEは、マラウイ政府（GOM）において地方電化を計画、実施、監督する唯一の部門で
ある。技術協力の目的は同課の能力を強化することである。プロジェクトを通じて地方電化に

関する行政サービスが強化され継続的に行われるようになる。これによって、地方における電

化が促進される。 
 
４－１－３ 「マラウイ成長開発戦略（Malawi Growth and Development Strategy：MGDS）」に沿

った開発であること 
JICAのマラウイへの援助は、“MGDS 2006-2011”に基づいて実施されている。GOMは、MGDS

をマラウイ貧困削減ペーパーの後継策と位置づけている。MGDSは、すべてのマラウイ人の福祉
実現のため、持続的な経済成長と富の創造を達成するものである。MGDSは農業と食料安全保障、
灌漑と水資源開発、交通インフラ整備、エネルギー開発及び供給、総合開発、HIVエイズ対策の
6つの優先分野をもっている。JICAのマラウイにおける協力の重点分野として社会経済分野の開
発と持続可能な発展を保障するため、電力セクターにおける制度構築及び人材育成があげられ

ている。 
またMGDSに基づき、日本政府（GOJ）はGOMが実施する地方電化への取り組みへの支援を

様々な方法で行ってきた。例えば、債務救済無償援助などのノンプロジェクト無償を提供して

MAREPの複数のフェーズへの支援を継続してきた。プロジェクトを通じて強化された能力は、
MAREP第6フェーズの実施を支援するとともに、ほぼスケジュールどおりに完成することができ
た。その結果、地方への電化が促進された。 
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４－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は以下の理由で高いと評価することができる。 
４－２－１ 実務的な体験を通じた統合的な学習機会の提供 
プロジェクトの基本的なデザインはRED/DOEの職員に対してMAREPの実施を通じた実務に

即したオン・ザ・ジョブ・トレーニング（OJT）の機会を提供してきた。MAREPの各フェーズ
の実施を通じた現場での経験は、カウンターパート（C/P）それぞれが固有にもつ能力を基礎と
しながら新たに獲得した知識・スキルを統合するための最も優れた動機づけを与える機会であ

った。加えて本邦研修はC/Pにとって、プロジェクトが提供した日本の技術の背景を深く理解す
るためのよい機会となった。 

 
４－２－２ プロジェクト目標の指標の達成 
「MAREPの計画実施能力が改善される」というプロジェクト目標に対して、「MAREP第5期で

計画された27ヵ所のトレーディング・センター（T/C）が電化される」という指標が1つだけ設
定されている。プロジェクトの実施期間中に、これら27ヵ所のT/Cに対する電化工事はすべて完
了している。 
これ以外に、RED/DOEの計画実施能力の向上を示す根拠が示されている。例えば、MAREP第

5期は、それ以前に実施されたMAREP第4期が着工から完工まで計画より3年遅れの5年を要した
ことと比較して、ほぼ計画どおりの工期で完成している。この事実からみてもRED/DOEの地方
電化プロジェクトの実施能力は、広く一般に採用されている計画実施に関する手続きにのっと

って実施監理がされており、大幅な質的な向上がみられた。その結果、MAREP第5期で計画され
た27ヵ所すべてのT/Cの電化が適切な手順を経て完成している。特に、契約手続きとその実施手
順が大幅に改善しており、これらがMAREP第5期の順調な実施を確固たるものとした。 

 
４－２－３ 継続的なモニタリング手続きの採用による能力強化 
本プロジェクトは、前述のとおり自己評価によってRED/DOEに勤務する職員個人の進行中の

職務に関係する業務について目標設定を行うための「チャレンジシート」を導入した。このモ

ニタリング手法は、RED/DOEの職員がそれぞれの業務上の業績を客観的に評価するための動機
づくりを果たしたといえる。このシステムの採用により、RED/DOEの職員の多くが、それぞれ
の業務を深く理解するようになり、業務実施のために習得が期待される技術や知識に対する認

識を高めた。その結果、MAREPの実際の業務を通じて得ることのできた仕事の質は、それ以前
のものと比較し伸びていることが確認され、当初のRED/DOEのもつ能力は、地方電化に関する
様々な知識や技術の水準において大幅な向上を認めることができた。 
なお、プロジェクト専門家によると達成度は習得知見の分野や、職員1人1人で様々に異なっ

ている。プロジェクトを通じて習得した技術や知識を実際の業務で使いながら、今後とも

RED/DOEの使命を果たすために絶え間ない研鑽が行われることを期待したい。 
 
４－２－４ 能力開発とその制度化 

広範な手順書、ガイドライン及び手続き書がプロジェクトによって作成された（ANNEX-13
参照）。これら成果品の準備は、マラウイ及び日本の関係者の協力によって完成することができ

た。専門家は、それぞれの分野における規範・規準の内について重要なものについてよく説明
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した。例えば専門家は、基本設計、詳細設計、監理、引渡し検査、太陽光発電設備の検査法な

どに関する手法を教え、これらの手順を制度化している。これらの手順は実際に現場で試行的

に実施していくつかの改善を施したうえで完成版を交付している。これらは、日常の業務のな

かで業務手続に関する参考書・チェックリストとして、日常の業務の品質改善のため整備され

ている。また、これらの書類の一部はRED/DOEに着任する新人へのトレーニング機材として利
用されている。 

 
４－３ 効率性 

本プロジェクトの効率性は、以下の理由により高いと評価することが可能である。 
 
４－３－１ 日本側からの投入 
日本から投入された資源は、その投入時期、数量及び質の各分野において十分なものでそれ

らは計画どおり投入された。専門家の派遣に関しては、大きな遅れや変更はなかった。また、

供与機材と国内でのC/P研修についても同様である。これら日本側からの投入資源の詳細につい
ては、３－１投入実績に記載した。 

 
４－３－２ マラウイ側からの投入 
マラウイ側は、プロジェクトの実施に際して、RED/DOEの職員に加えマラウイ電力供給会社

（ESCOM）から2名の職員がC/Pとしてともに活動することとなった。しかしながら、エコノミス
トとアカウンタントのC/Pの配置は困難であった。これらの詳細は、３－１投入実績に記載した。 

 
４－３－３ 活動及び成果 
投入資源は活動によって成果を産み出していた。その時期と量及び質は、それぞれの投入資

源の量に見合ったもので、各々プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に記載された
ものが得られた。前項に記載したように、マラウイ側からの人材確保に若干の問題があったが、

プロジェクトとしては、C/Pの確保が可能な時期に併せて柔軟に活動の時期を調整したり、
RED/DOEの直近のニーズに対応するなどした。これにより、ほとんどの活動が予定どおり実施
することができている。 

 
４－３－４ 適正技術を使った技術指導 

RED/DOEは国家レベルの地方電化を推進する唯一の部署でありながら、その人材及び予算の
確保状況は、十分とはいえない16（ANNEX-4）。本プロジェクトはMAREPを支援することが主要
な柱のひとつとなっており、MAREP実施に必要な技術水準がどの辺にあるのかを把握し、少な
い人員及び予算で必要なデータを迅速かつ容易に収集することをめざした。収集すべきデータ

は、設計・数量確定などその後の段階で必要な精度が確保できさえすれば十分である。このよ

うな条件に合わせて、プロジェクトはGPSと地形解析ソフトウェア（及びパブリック・ドメイン
の地形データ）を組み合わせて、必要十分な精度の線路図を得る方法を開発・導入した。その

ための、ソフトウェア及び地形データはそれぞれ、無料又はごく小さなコストで入手すること

                                            
16 例えば、現在でもいくつかの職位に欠員が出ており、定員を満たしていない。 
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ができ、技術的・財政的にもマラウイ側の制約条件に対して適切なものである。また、簡易に

十分な精度のデータを取得し、解析を行うことなど、データの入手コストも勘案すると、当該

技術の費用対効果は高いと考えられる。 
 
４－４ インパクト 

評価の時点で、いくつかの正のインパクトが生み出されている。 
 
４－４－１ 能力向上ニーズに対する意識の高まり 
最も重要なものとして、RED/DOEの職員のなかに、MAREP第6期の実施に向けて過去のフェ

ーズで学んだ教訓を用いてその業務の方法を改善していくことの重要性に対して意識が向上し

ていることがあげられる。合同評価チームは、専門家の支援によってRED/DOEの管理職が、地
方電化のサービスを実施していくうえで不足している点について意識を強化していくことの重

要性を強調してきた。技術協力を通じ、RED/DOEの職員が自己の現実の姿に目を向けるための
きっかけをもつことができた。技術協力実施期間中様々な機会で、RED/DOE職員の多くが、
「MAREP第4期の失敗を繰り返してはいけない」と発言するようになった。 
次に、合同評価チームの実施したインタビューにおいて彼らから、次期MAREPではより多く

の改善点があるという発言を聞くことができた。RED/DOEは、専門家に対し残りの期間で、向
上すべき具体的な分野を示して支援を継続することを求めている。個々人の能力の限界を認め

ることと、特定の分野における知識や技術の向上についてのニーズを自ら認識することは、能

力向上の出発点として重要なことである。これまで彼ら自身の「気づき」のきっかけづくりを

大事に活動してきたプロジェクトの正のインパクトとして特筆できる点である。 
以上を踏まえ、日本側は、RED/DOEがプロジェクト終了後も、彼らが能力向上の取り組みを

継続していくことについて強いコミットメントをもっていることを高く評価している。 
 
４－４－２ 多様な発電技術に関する知識と技術の習得 
合同評価チームが確認したもうひとつのインパクトの証左は、新たな電源開発に関する計画、

特に実施可能性調査（F/S）に対して、技術協力で習得した知識や技術を応用していることであ
る。本プロジェクトは、100kW以下のマイクロ水力発電の実施に向けて有望なサイトのF/Sを実
施してきた。その結果、RED/DOEは、現在の経済環境の下でグリッド・システムに接続するた
めの小規模水力発電は、マラウイにおいては、メリットが見いだせないという結論を得た。そ

の代わりに、RED/DOEは、送配電線の更なる延長などを検討することの重要性が明らかになっ
た。調査・検討の結果は、地方電化においては必ずしも好ましい結果とはならなかったが、

RED/DOEはこの調査・検討を通じて、水力発電による地方電化に必要な測量及び設計・計画技
術を習得することができた。 

 
４－４－３ 地方電化に関する広報活動 
協力期間中、技術協力に並行してプロジェクトの広報活動を行った。プロジェクトは、同プ

ロジェクトの広報を目的とするウェブサイト17を構築した。その他、電力業界紙・地方紙など国

                                            
17 http://www.jica.go.jp/project/malawi/5245038E0/english/news/index.html 
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内でのプレス・リリースを積極的に行い、プロジェクトの広報を実施した。 
 
４－５ 自立発展性 

評価結果は、以下の理由でプロジェクトの自立発展性は高いと評価した。 
 
４－５－１ 技術的観点からの自立発展性 

RED/DOEの技術的な能力は、実施前と比較して大きく向上することができた。調達や契約手
続きなど、プロジェクト管理に係る様々な手続きは、制度化された。上記のような手続きは、

現在実施中のプロジェクト（すなわちMAREP第5期・第6期）に応用されている。作成されたマ
ニュアルとガイドラインは、右の業務の各過程で参考資料とされている。また、これらは将来

RED/DOEに職員が増員・配属されるときには、教科書として活用される見込みである。加えて、
基本設計と詳細設計、技術及び設置規準（手順及び仕方書）などは、既存施設の管理運営にも

応用可能である。技術及び設置基準（手順及び仕方書）は、既存の配電施設の今後のメンテナ

ンスにおいて行われる設置作業や設備類の交換などにも適用されることで、マラウイの電力設

備の維持の水準を一定に保つことにも活用される。 
 
４－５－２ 政策的観点からの自立発展性 
政府の政策によると、地方電化は今後も重要課題として位置づけら継続される。現在MAREP

第6期が実施されているところである。今後継続実施されるMAREPの計画・実施の過程を通じて、
地方電化に必要な様々な知識と技術がより発展していくと考えられる。 

 
４－５－３ 財政的観点からの自立発展性 
先にも触れたが、2003年に発布された国家エネルギー政策に基づいて、2004年3月には電力法

並びに電力規制法、地方電化法のそれぞれが成立した。これらエネルギー関係の法制度によっ

て、マラウイエネルギー規制庁（MERA）が発足した。同庁は、地方電化並びに地方電化を対象
とした売上税に関する規制を行う機関である。今後のMAREPの実施は、新たに設置される地方
電化基金を主要な財源としている。当該基金に対する税の徴収は、まだ完全実施に至っていな

い。関係する機関は、地方電化に関する資金が十分確保できるように留意が必要である。 
 
４－６ 結 論 

合同評価チームは、本プロジェクトがマラウイにおいて地方電化を今後も推進していくうえで必

要な確固な基礎づくりを成功裏に果たしたと評価している。このJICAの技術協力の最も重要な成果
は、技術協力で得た知識や技術を活用してMAREP第5期の事業を成功裏に完成させたことである。 
技術協力の過程では、RED/DOEの職員は、地方電化に必要な技術、知識及び態度心構えを獲得

し、活用して地方電化事業に従事してきたことである。個人個人が獲得した技術や知識はそれぞ

れ異なるものの、それぞれの職員は学んできたことを、実際の業務に応用することに自信をもっ

ている。 
このような成果を確認することができたことから、合同評価委員会は、本プロジェクトのプロ

ジェクト目標は協力期間中に達成可能であると評価した。そのため、チームは本プロジェクトが

当初の予定どおり2009年11月末をもって終了することを結論とした。 
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第５章 提言及び教訓 
 
５－１ 提 言 

合同評価チームは本プロジェクトの完成に向けて、以下に示すいくつかの提言を行った。 
 
５－１－１ 残余の業務（プロジェクトに対する提言） 
評価時点でいくつかの業務が残っている。それらは、（1）電化されたトレーディング・セン

ター（T/C）を対象とする社会経済調査の実施、（2）TOTに参加したトレーナーによるテクニシ
ャンを対象とする太陽光発電に関するトレーニングの実施、及び（3）マニュアル（案）の完成、
である。これらの活動は、現在実施中で、2009年11月末のプロジェクト終了時には完成する見
込みである。 

 
５－１－２ 空席の補充〔エネルギー局地方電化課（RED/DOE）/天然資源エネルギー環境省

（MNREE）への提言〕 
RED/DOEの定員には、空席がある状態が継続している。今後のマラウイ地方電化プログラム

（MAREP）を継続実施するために地方電化基金が整備されることによって、RED/DOEの役割と
責任は今後も重要性を増すことになる。調査団は、今後RED/DOEが順調に業務を行っていくた
めには、技術者とエコノミストの空席を埋める必要性が高いということを確認した。 

 
５－１－３ 供給側における技術協力の実施に関して（JICAへの提言） 
過去10年にわたり、RED/DOEとJICAの間では地方電化に焦点をあてた技術協力が継続実施さ

れてきたが、地方電化分野での支援は終了することで双方同意した。一方、この技術協力の成

果を今後強化していくために、電力供給サイド（発電や送電）に焦点をあてた技術協力のニー

ズが存在することを合同評価チームは確認した。 
 
５－２ 教 訓 

本技術協力プロジェクトが成功裏に成果を達成し、計画どおり終了を迎える見通しとなったこ

とについて考察を加え、類型化・体系化ができるものがあればこれらを、JICAが今後実施する類
似のプロジェクトへ生かしたい。 

 
５－２－１ 長期にわたる支援の成果 
本評価調査は、2007年12月から実施してきた技術協力プロジェクト「マラウイ地方電化推進

プロジェクト（MAREPP）」を対象とするものである。しかしながら本プロジェクトは、1999年
以来10年間にわたってマラウイに対してJICAが継続してきた地方電化に関する長期の技術協力
の経緯を踏まえることで本プロジェクトの成果を正確に判断することができると考えられる。 

ANNEX-15に示したように、わが国政府はマラウイの地方電化分野に対して様々な援助スキー
ムを活用して協力を継続してきた。1999年当初の個別長期専門家派遣においては、同セクター
に対する援助の方向性や具体的な支援のアプローチを定義することが主要な業務であった。こ 
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れに基づきJICAは個別長期専門家、短期専門家の派遣を継続18しながら、必要な他のスキームを

活用した協力を実施してきた（開発調査、無償資金協力の見返り資金活用等）。また、光起電性、

太陽光発電（PV）に関してはボランティア派遣も実施した。本技術協力プロジェクトは、これ
ら長期・継続的な支援の流れの延長線上に位置づけられており、これまでの協力活動をこの3年
間で総合的にまとめあげる役割を果たしたと考えられる。 
この10年間の協力の内容は、政策立案、マスタープラン（M/P）、実施可能性調査（F/S）、個

別具体的な技術指導・技術移転など、地方電化に必要な様々な技術分野・政策分野をまたぐ広

範な内容19であった。このような継続的な支援が、同セクターへの効果的な援助となったと考え

られる。 
なお、M/P調査、これに引き続き行われたフォローアップ調査において策定された提言のいく

つかは、マラウイの電力行政並びに地方電化を促進するための法制度となって結実している。 
また、ほぼ同時並行的にマラウイの地方電化に対し、見返り資金の投入、草の根無償資金協

力の供与などが実施されるようになった。その際、技術面での課題が明らかになり、本プロジ

ェクトで必要な技術協力が実施されたことにより、これらの課題が解決することとなった。 
このように、マラウイの過去10年にわたる技術協力を俯瞰すると、長期的にソフトとハード

を組み合わせた包括的な支援が実現し、これがC/Pの能力向上に効果をあげた好例であると考え
られる。 

 
５－２－２ 地域経済の活性化を主体とした地方電化の推進 

MAREPは地方電化率の向上を通じて経済成長及び地域活性化に資することを目的として配電
線の延伸事業を実施している。一方、地方の社会福祉向上のため、学校施設や医療施設（クリ

ニック）、警察署等の電化も行っているが、基本的には各地の経済活動の拠点となるT/Cの電化
を中心にしている。 
そのため、MAREPの電化サイトはM/Pに基づき、需要予測等を勘案して電化するT/Cを選定し

ている。地元のT/Cが電化されることにより農産品加工や商店が営業を開始し、農家にとっては
これまで遠方まで農産物を販売に赴かなければならない状況が変化し、近くのT/Cで販売できる
ようになるなどの便益が生じている。 
一方、電化されたT/Cに隣接する学校も電化対象であるが、教室よりも教師宿舎の電化が優先

されている例もあるとのことである。これは優秀な教師を招くには、良好な生活環境を準備す

ることが必要だからである。逆説的にいえば、劣悪な環境で優秀な教師を求めることはできな

いということである。これは診療所の電化においても同じようなことが起きている。 
電気料金の支払が可能なT/Cの電化を優先することで、ある程度の財源確保も勘案した地方電

化の推進が今後も継続されていく見込みである。 
 

                                            
18 長期専門家の派遣は、カウンターパート（C/P）と長期にわたる接触・関係づくりを通じて、C/P機関の業務遂行能力やその課題を
正確に把握する効果があった。同時に、C/P機関に対して地方電化に係る問題意識をもたせ、かつ対応を考えるという習慣づけを根
付かせることができた。これら関係性・信頼の醸成と並んで、技術的・政策的な問題意識の高揚や考える習慣づくりは、長期的な
コミットメントのよい影響であった。 

19 M/P調査と、その後のフォローアップ調査を通して、地方電化に係る個別の課題を明らかにするとともに、これに続く技術協力プ
ロジェクトへの道筋を明らかにすることができた。 
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５－２－３ プロジェクトの発注形式実施方法及びチームの編成について 
本プロジェクトは、法人契約型で実施した。法人委託型の技術協力プロジェクトにおける技

術協力プロジェクトの専門家チームは、応札企業が必要な専門家をする。主幹事会社の社員で

あるチームリーダーは、所属する会社の所掌、役職や、主幹事会社と協力会社という契約上の

関係に基づいて、指揮・監督機能を有している。このため、専門家チームはプロジェクト開始

当初から、プロポーザル作成プロセスを経て一定の考え方等でのまとまりがあり、プロジェク

ト活動への取り組みの方向性について意見を共有している状態で開始できる点がメリットであ

ると考えられる。 
また、プロジェクト目標を達成させる責任は、受注企業（JVを含む）が負っているとともに、

最終的な成果品の品質保証についても、受注した法人が負っている。成果品作成作業において

も、日本国内では同じ社内での会議や作業を通じて進められることから、調整コストが低く抑

えられ、効率性が高いものと考えられる。 
さらに、組織としてみた場合には、専門家それぞれの能力に負う部分が大きいが、プロジェ

クト全体のマネージメントにおいては、専門家を束ねるプロジェクト・マネージャーであるチ

ームリーダーの技量が重要である。 
本プロジェクトでは法人契約型での実施により効率的な案件運営が行われたと考えられる。 

 
５－２－４ 適正技術開発及び導入の重要性 

MAREPフェーズⅤは、本技術協力の実施期間中に並行して実施され、一定以上の成果を出し
た〔３－６－１（2）参照〕。このような技術的な進歩・発展の背景には、わが国専門家が行っ
た活動が、相手国側の要求に合致していたものであることを指摘することが可能である。 
先にも触れたとおり、本プロジェクトは「日本ではこうやっているから」といたずらに予断

をもって高度な技術移転をめざしたものではない。現在の技術的な要求や、RED/DOEの業務や
果たすべき役割から、今の時点でC/P側にとって最も重要かつ有効な技術（適正技術）をマラウ
イの実情に合わせて指導した。そのために様々な工夫20を行った。このようなアプローチが、プ

ロジェクトの効率性を高めたと考えられる。専門家は相手側のニーズを的確につかみ、技術的

にも再評価を行い、目前のリソースを最適化して業務がいかに効率化するかを考えた。この技

術的な成果は、今後のプロジェクトに応用可能であると思われる。 
 
５－２－５ 残された課題 
本プロジェクトによりマラウイの地方電化推進に対する支援はひとつの区切りを終えるが、

電力セクターとしての課題はまだ多く残っている。 
現在のMAREPは事業権契約の概念で進められている。しかし、現状では事業権契約の内容が

まだ詰められておらず、事業運営にかかわるフィーの定義、維持管理（O&M）にかかわるコス
ト負担の配分、事業で投資した資産の会計処理などがあいまいなまま残されている。今後、設

備の補修や取り替えが必要となった時点で、これらの点がコスト負担の顕在化という形で、政

府と事業者との間で問題となって現れることは間違いない。 

                                            
20 例えばGPSとフリーの地形解析ソフトを導入し、パブリック・ドメインの地形データを基に、線路図の詳細設計（D/D）を行った
こと。マラウイの技術協力で開発され、有効なことが検証された。この方法は、今後他のアフリカ諸国での技術的な応用の可能性
が高いと考えられる。 

 



－31－ 

事業権契約は、制度上、地方電化ばかりでなく、新規発電所の建設や都市部、準都市部での

配電事業にも今後適用されていく。しかし、現実問題として、事業者のマラウイ電力供給会社

（ESCOM）以外に民間から参入者が現れるかという点では、設備容量で28万kWという極めて小
さな市場規模、長期限界コストに及ばない料金水準といった市場環境を考えれば、否定的な要

因が多いと言わざるを得ない。 
一方、そのESCOMも経営状態は常に厳しい状況にあり、財務の立て直しは急務である。政府

は、セクターの分割を想定した新しい電力産業の構築を描き、法的にもそれが担保された状況

にはあるが、理想と現実との乖離は大きい。 
このように個別の問題が複雑に絡み合っており、再度、電力セクターの再構築について、レ

ビューを行う必要性が高く、全体を俯瞰したうえで、整合性を取りつつどこのどのような支援

を行っていくか検討していくことが必要である。 
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